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　平素は当協会の業務運営につきまして、格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　当協会の取組みにつきまして、更なるご理解をいただくため令和４年度の業務実績や
取組み等をまとめた「川崎市信用保証協会の現況」を作成いたしました。
　本誌を通じて、より多くの皆様に当協会とその業務に対する理解を深めていただければ
幸いです。
　令和４年度は、コロナ禍からの社会経済活動の正常化が進み、日本経済は緩やかな持ち
直しが続いていたものの、世界的なエネルギー・原材料価格の高騰や欧米各国の金融引
締め等による景気後退懸念など、厳しさが増していました。
　こうした中、当協会は、公的な中小企業支援機関として、コロナ禍の影響等により厳しい状
況にある中小企業に、金融機関等と連携し信用保証による金融支援に取組むとともに、創
業支援、期中支援及び再生支援の充実を図ることにより、地域経済の発展に貢献できるよう
努めてまいりました。
　日本の景気の先行きは、ウィズコロナの下で、各種政策の効果もあって、引続き持ち直していくこ
とが期待されるものの、海外景気の下振れが景気の下押しリスクとなっているとともに、物価上昇、
供給面での制約、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要があるとされています。
　このような状況の下、当協会は、質の高い信用保証を通じて、中小企業の発達状況に応
じた金融支援・経営支援や利用者本位の利便性向上の取組等により、中小企業及び地域
経済の振興と発展に貢献してまいる所存です。
　今後とも引き続き、皆様のご理解ご支援を賜りますよう、お願い申し上げます。

令和５年６月

川崎市信用保証協会
会長  唐仁原 晃

ごあいさつ



川崎市信用保証協会の概要
信用保証協会事業の基本理念（信用保証理念）
　信用保証協会は、
①事業の維持・創造・発展に努める中小企業者に対して、
②公的機関として、その将来性と経営手腕を適正に評価することにより、企業の信用を創造
し、『信用保証』を通じて、金融の円滑化に努めるとともに、

③相談・診断・情報提供といった多様なニーズに的確に対応することにより、中小企業の経
営基盤の強化に寄与し、

④もって中小企業の振興と地域経済の活力ある発展に貢献します。

信用保証協会の役割
　信用保証協会は、『信用保証協会法』に基づく認可法人で、基本理念に基づき、中小
企業者等の皆様が金融機関から事業資金を借り入れる際、公的機関としてその保証人と
なることにより借入を容易にし、金融の円滑化を図るとともに、さまざまな経営支援の取組みに
よってお客様の経営基盤強化に寄与します。

業務運営方針（令和５年度）
　川崎市信用保証協会は、公的な中小企業支援機関として、コロナ禍に加え、エネルギーや
原材料の価格高騰等により厳しい状況にある中小企業に金融機関等と連携し信用保証によ
る金融支援に取組むとともに、創業支援、期中支援及び再生支援の充実を図ることにより、地
域経済の発展に貢献するため、令和５年度の業務運営方針を次のとおり定めました。

（１）中小企業の経営改善・生産性向上に向けた取組みの推進
厳しい経営環境にある中小企業の経営改善・生産性向上を促すため、金融機関と連携・
協調して中小企業の安定的な資金調達を支援します。

（２）経営支援に関する取組みの推進
厳しい経営環境にある中小企業の経営状況に応じた柔軟かつきめ細やかな対応が
求められていることから、金融機関や関係機関と連携・協調した経営支援に取組みます。

1 



（３）地方創生等への貢献を果たすための取組みの推進
市内中小企業の金融円滑化を図る中小企業支援機関として、川崎市や関係機関との
連携を進め、地域経済活性化のための取組みを推進します。

（４）回収の最大化に向けた取組みの強化
求償権の管理回収は、信用補完制度の維持やモラルハザードの防止、事業再生
支援等の側面も併せ持つ協会の重要な業務であることから、効率性を重視しつつその
最大化に取組みます。

（５）中小企業や金融機関から信頼される態勢の維持・強化
中小企業や金融機関にとって頼りになる支援機関であり続けるため、職員の能力向上や
広報活動の充実を図るとともに、透明性の高い業務運営を行います。

プロフィール
（令和５年３月３１日現在）

根  拠  法  信用保証協会法（昭和２８年８月１０日法律第１９６号）

設 　 　 立  昭和２３年９月２８日

業 務 開 始  昭和２３年１０月１日

基 本 財 産   １２，９８０，６８４千円

利用企業者数  １１，３１１者

保証利用度   ４３．３５％（保証利用企業者数÷市内中小企業数※）
 ※平成３０年１１月３０日中小企業庁公表の市区町村別中小企業数により算出

保証債務残高  １６，７３３件　２０１，４６５，６１７千円

事  務  所  本　　所　 川崎市川崎区日進町１番地６６

 北 支 所　 川崎市高津区坂戸３丁目２番１号
 　　　　　 かながわサイエンスパーク西棟407号

役 職 員 数   ４１名（令和５年４月１日現在）
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組織機構図

理事会

会　長

専務理事

常務理事

監　事

総務企画部 総務企画課 理事会
事業計画
予算・決算
経営分析・経営戦略立案
財務会計
人事・給与
電子計算業務の運用並びに情報化の推進
統計及び広報
保証制度の制定・改廃
他部署の所管に属さないこと

経営支援推進課 事故報告
返済条件変更に係る条件変更
事故報告対象である保証債務の管理
経営支援・再生支援
部内事務の総合的な調整・指導
部内他課の所管に属さないこと

管理推進課 代位弁済
求償権等の保全・回収
保険金・損失補償金の請求・受領・納付（返戻）
「保証協会団信」の保険金請求
求償権等にかかる訴訟等法的措置
その他求償権に関すること

企業支援課 （担当地区）川崎、幸、中原区
信用調査及び審査
創業支援
金融相談
保証債務の管理・条件変更
（経営支援推進課所掌分を除く）

北支所企業支援課 （担当地区）高津、宮前、多摩、麻生区
信用調査及び審査
創業支援
金融相談
保証債務の管理・条件変更
（経営支援推進課所掌分を除く）

企業支援部
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役 職 名 氏　名 常勤
非常勤別 現職就任年月日 出身母体又は現職

会　　長 唐仁原 晃 常　勤 令和4年4月1日 前：川崎市信用保証協会専務理事　
元：川崎市総務企画局長

専務理事 篠原 秀夫 常　勤 令和4年4月1日 前：川崎市交通局長

常務理事 小池 修 常　勤 平成26年1月1日 前：川崎市信用保証協会総務企画部長　　

理　　事 堤 和也 非常勤 令和元年8月6日 川崎信用金庫理事長

理　　事 柳沢 正高 非常勤 令和3年7月15日 一般社団法人 川崎市商店街連合会会長

理　　事 瓜生 英二 非常勤 令和3年7月15日 株式会社 みずほ銀行川崎法人部長

理　　事 森永 弘毅 非常勤 令和4年5月21日 株式会社 三井住友銀行京浜法人営業部長

理　　事 赤堀 昌利 非常勤 令和4年5月21日 株式会社 横浜銀行執行役員川崎地区本部長兼
川崎支店支店長

理　　事 木戸口 昌己 非常勤 令和4年5月21日 株式会社 商工組合中央金庫執行役員神奈川営業部長

理　　事 越前 晃 非常勤 令和4年8月6日 川崎工業振興倶楽部会長

理　　事 小林 政男 非常勤 令和5年2月22日 川崎市工業団体連合会副会長

理　　事 石山 一可 非常勤 令和5年5月20日 川崎商工会議所副会頭

理　　事 久万 竜司 非常勤 令和5年5月20日 川崎市経済労働局長

監　　事 渡部 栄一 常　勤 令和2年4月1日 元：川崎市信用保証協会総務企画部審議役

監　　事 池上 英嗣 非常勤 平成24年9月1日 公認会計士

川崎市信用保証協会 役員名簿
令和５年５月２０日現在
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コンプライアンスへの取組みについて
　川崎市信用保証協会は、中小企業の振興と地域経済の活力ある発展に貢献するため、
誠実かつ公正な事業活動を行うことが、社会からの揺るぎない信頼を得ることになると考えて
います。これを実践するため、「川崎市信用保証協会倫理憲章」を基本方針として定め、
コンプライアンス委員会を中心に、コンプライアンスの強化・充実を図っています。

川崎市信用保証協会論理憲章

反社会的勢力との対決
市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力
とは、断固として対決します。

地域社会に対する貢献
事業活動の積極的かつ公正な開示をはじめとして、広く住民との
コミュニケーションを図りながら地域社会への貢献に努めます。

法令やルールの厳格な遵守
あらゆる法令やルールを厳格に遵守し、社会的規範にも
とることのない誠実かつ公正な事業活動を遂行します。

信用保証協会の公共性と社会的責任
信用保証協会の公共性と社会的責任の重みを常に認
識し、健全な業務運営を通じて信頼の確立を図ります。

質の高い信用保証サービス
経営の効率化に努め、創意と工夫を活かした質の高い信用保
証サービスの提供を通じて、地域経済の発展に貢献します。

理事会

職　員　等

監　事

顧問弁護士

会　長

コンプライアンス委員会
（最高責任者（会長））

コンプライアンス統括部署
（総務企画部総務企画課）

コンプライアンス
担当責任者

（各部署の次長又は課長）

コンプライアンス体制図
報告

監査

指示

回
答・指
導

相
談

相
談・通
報

相
談・通
報

指
示・助
言

報
告

報
告

調
査・指
示・

チ
ェッ
ク

調
査・指
示・

啓
発
活
動

指
示・

チ
ェッ
ク

助言

調
査・指
示・研
修

相
談・通
報
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個人情報保護宣言（抄）
　川崎市信用保証協会は信用保証協会法（昭和２８年８月１０日 法律第１９６号）に基づく
法人であり、中小企業等の皆様が金融機関から貸付等を受けるについて、貸付金等の債務
を保証することを主たる業務としており、信用保証協会の制度の確立をもって中小企業等の
皆様に対する金融の円滑化を図ることを目的としております。
　業務上、お客様の個人情報を取得・利用等をさせていただくことになりますが、お客様の個人
情報の取扱いについて以下の方針で取組み、適正な個人情報の保護に努めてまいります。

（１）個人情報に関する法令等の遵守
　当協会は個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「個人情報保護法」という。）などの法令及びガイド
ライン等を遵守して、お客様の個人情報を取扱います。

（２）個人情報の取得、利用及び提供
・ 当協会では、信用保証業務の適切な運営の遂行のためにお客様の個人情報を適正に取得し、利用します。なお、利用目的の
詳細につきましては、当協会ホームページの「個人情報保護法に基づく公表事項に関するご案内」の１．「当協会が取り扱う個人
情報の利用目的」に公表しておりますのでご覧ください。

・ 取得したお客様の個人情報は、法令等に定める一定の場合を除き、上記記載の利用目的以外には使用いたしません。
・ 取得したお客様の個人情報は、法令等に定める一定の場合を除き、お客様の同意を得ないで第三者には提供及び開示しません。
・ お客様の本籍地等の業務上知り得た公表されていない情報を、適切な業務の運営の確保その他必要と認められる目的以外の
目的には使用いたしません。

（３）個人データの適正管理
　お客様の個人データについて、組織的、人的、物理的及び技術的安全措置を継続的に見直し、お客様の個人データの取扱いが
適正に行われるように定期的に点検するとともに、個人情報保護への取組みを見直します。安全管理措置の主な内容につきましては、
当協会ホームページの「個人情報保護法に基づく公表事項等に関するご案内」の９．「保有個人データの安全管理措置に関する
事項」に公表しておりますのでご覧ください。

（４）個人情報保護の維持・改善
　当協会は、お客様の個人情報の取扱いが適正に行われるように定期的に点検するとともに、個人情報保護への取組みを見直します。

（５）個人データの委託
・ 当協会は、個人情報保護法第２７条第５項第１号の規定に基づき個人データに関する取扱いを外部に委託する場合があります。
・ 委託する場合には、適正な取扱いを確保するため契約の締結、実施状況の点検などを行います。

（６）保有個人データ等の開示及び利用目的の通知
・ 法令等に定める一定の場合を除き、お客様は、当協会が保有するお客様ご自身の個人データ等の開示及びその利用目的の
通知を求めることができます。

・ 請求の方法は、当協会窓口に備置してある個人情報開示請求書に所定の事項を記載の上、ご本人確認書類を添付して当
協会窓口にご持参又はご郵送ください。

・ 個人データの開示及び利用目的の通知につきましては、実費相当額（１件につき３００円）をいただきます。

（７）保有個人データの内容の訂正等、利用停止等及び第三者提供の停止
・ 当協会が保有する個人データについて、内容の訂正、追加及び削除、利用停止、消去又は第三者提供の停止のご要望がある
場合は、（９）の窓口にご連絡ください。調査確認の上、法令等に定める一定の場合を除き、ご対応いたします。

・ （６）及び（７）の具体的な手続につきましては、当協会ホームページの「個人情報保護法に基づく公表事項等に関するご案内」の
８．（３）「開示等の請求等に応じる手続等に関する事項」をご覧ください。

（８）質問・苦情について
　当協会は、お客様からの個人情報に関する質問・苦情について適切かつ迅速に取組みます。

（９）開示、利用目的の通知、内容の訂正等、利用停止等、第三者提供の停止、安全管措置、相談、質問及び苦情に関する窓口
　当協会における個人情報等に関する各種お問い合わせの窓口は、次のとおりです。
　総務企画部総務企画課
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信用補完制度の仕組み
　信用補完制度は、中小企業者の信用力を補完し、その金融の円滑化を図るための制度
で、信用保証協会の行う信用保証（中小企業信用保証制度）と、国が運営する信用保険
（中小企業信用保険制度）で成り立っています。

１ 信用保証制度

①信用保証のお申込みは、原則として金融機関を経由していただきます。
②書面及び現地訪問により事業内容、資金の妥当性、返済能力、将来性、人的信用力等
を基に保証審査を行い、諾否を決定します。

③保証承諾した場合は、信用保証書を金融機関に交付します。
④金融機関が融資を実行します。
⑤融資条件に従って、金融機関に返済していただきます。
⑥万一、中小企業者が返済不能に至った場合には、金融機関が信用保証協会に弁済を
請求します。

⑦信用保証協会は保証人として金融機関に弁済します。これを「代位弁済」といい、代位
弁済に伴い、金融機関の有していた債権は信用保証協会に移転し、信用保証協会が
求償権を取得します。

⑧以後、信用保証協会に返済していただきます。

中小企業者

信用保証協会

金融機関

①借入申込

④融　　資

⑤償　　還

⑥償還不能

⑧
返
　
　
済

②
保
証
審
査

①
委
託
申
込

①
保
証
依
頼

③
保
証
承
諾

⑥
代
弁
請
求

⑦
代
位
弁
済
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２ 信用保険制度
　信用保証制度を補うものとして信用保険制度があります。昭和３３年、政府出資により中小
企業信用保険公庫が設立され、その後、平成２０年１０月に株式会社日本政策金融公庫
（以下「公庫」という。）に引継がれ現在に至っております。
　信用保険制度の主な仕組みは次のとおりです。

①信用保証協会が中小企業者の保証委託申込に応じて保証承諾し、金融機関から融資
が実行されると、すべて信用保険に付保される仕組みになっており、これを「包括保証保険
制度」といいます。

②信用保証協会は公庫に信用保険料を支払います。
③信用保証協会が代位弁済を行った場合は、公庫に保険事故を通知した後、保険金請求
を行います。

④公庫は、信用保険の種類に応じ、填補率（代位弁済元金の７０～９０％）に基づいて信用
保証協会に保険金を支払います。

⑤信用保証協会は、求償権を回収した都度、保険金の受領割合に応じて公庫へ納付
（返納）します。

日
本
政
策
金
融
公
庫

信
用
保
証
協
会

③事故通知（保険金請求）

④保険金支払

⑤回収金納付

①保険契約

②付保（保険料）
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（３）責任共有制度の対象となる保証制度
　原則すべての保証が責任共有制度の対象となりますが、一部例外的に除外される制度が
あります。次に掲げる保証制度は責任共有制度の対象外です。
①経営安定関連保証（セーフティネット保証）１号～４号及び６号に係る保証
※５号に係る保証について、平成３０年３月３１日申込受付分までは責任共有対象外

②災害関係保証
③創業関連保証（再挑戦支援保証を含む）
④特別小口保険に係る保証
⑤事業再生保証
⑥小口零細企業保証
⑦求償権消滅保証
⑧中堅企業特別保証
⑨東日本大震災復興緊急保証
⑩経営力強化保証※１

⑪事業再生計画実施関連保証※１

⑫危機関連保証
⑬伴走支援型特別保証※２

⑭事業再生計画実施関連保証（感染症対応型）※１、※３
⑮スタートアップ創出促進保証
※１ 責任共有制度の対象外（制度導入前の保証を含む）となる保証を同額以内で借り換えた場合。
※２ 中小企業信用保険法第２条第５項第４号の規定による認定を受けた場合。
※３ 経営安定関連保証５号（新型コロナウイルス感染症に係るものに限る。）を同額以内で借り換えた場合。

　なお、中小企業特定社債保証、流動資産担保融資保証については、金融機関の選択
方式にかかわらず部分保証となり、保証割合は全て８０％です。

保証時点保証時点

代位弁済時点代位弁済時点

100%保証部分80%保証部分

100%
信用保証協会の代位弁済部分 20%負担金80%

信用保証協会の代位弁済部分
20%

金融機関負担部分

20%非保証部分

※協会は金融機関から20％の負担金支払いを受け、
　そのうち一定割合を公庫に納付します。

金融機関が行う融資金額の80%を
保証協会が保証する方式。

【部分保証方式】
金融機関が行う融資金額の100%を保証協会が保証し、
当該金融機関の過去の保証利用実績（代位弁済等実績率）に基づき、
金融機関が20%相当の負担金を支払う方式。

【負担金方式】

３ 責任共有制度
（１）責任共有制度とは
　責任共有制度は、信用保証協会と金融機関が適切な責任共有を図ることにより、両者
が連携して、中小企業者等の事業意欲等を継続的に把握し、融資実行及びその後におけ
る経営支援や再生支援といった中小企業者等に対する適切な支援を行うことを目的として、
平成１９年１０月１日に導入されました。
（２）責任共有制度の仕組み
　責任共有制度には【部分保証方式】と【負担金方式】の２つの方式があり、そのいずれかの
方式を金融機関が選択することとなっています。

9 



信用保証のご利用に際して
1 所在地
　川崎市内に事業実態があれば保証対象となります。
　個人のお客様は、川崎市内に住所又は事業所を有している場合に保証対象となります。
　法人のお客様は、本店又は事業所が川崎市内にあれば保証対象となります。事業所は
支店登記がされていなくても構いません。ただし、制度融資要綱等で別の定めがある場合は
その定めによります。

2 業歴
　営業年数を問わず、客観的に事業を行っていることが明らかであれば保証対象となります。
ただし、制度融資要綱等で別の定めがある場合はその定めによります。
　客観的着手の確認は、現地訪問、開業届、営業場所の賃貸借契約書（営業場所が所有
不動産である場合は不動産謄本）、履歴事項全部証明書等により行います。
　なお、開業予定者又は開業１年未満の場合は、別途、創業計画書が必要です。

3 事業規模
　資本金又は従業員数のどちらか一方が該当すれば保証対象となります。

１． 中小企業信用保険法第２条による「中小企業者」

業　種 資本金 常時使用する従業員数

製造業等（旅行業を含む。） ３億円以下 ３００人以下

卸　売　業 １億円以下 １００人以下

サービス業 ５千万円以下 １００人以下

小　売　業 ５千万円以下 ５０人以下

医　　　業 - 法人３００人以下（個人１００人以下）

なお、特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）は、常時使用する従業員数が該当していれば保証対象となります。
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２． 中小企業信用保険法第２条第１項第２号、同法施行令第１条第２項の対象となる政令
特例業種

政令特例業種 資本金 常時使用する従業員数

ゴム製品製造業※ ３億円以下 ９００人以下

ソフトウェア業 ３億円以下 ３００人以下

情報処理サービス業 ３億円以下 ３００人以下

旅　館　業 ５千万円以下 ２００人以下

4 信用保証料
（１）信用保証料とは
　信用保証料は、金利や手数料と異なり、信用保証協会とお客様の信用保証委託取引に
基づく信用保証の対価としてお支払いいただくものです。

（２）信用保証料率決定までの流れ
　信用保証料率は、お客様の経営状況に応じ９段階となっております。

責任共有保証料率 （単位：％） （単位：％）

貸借対照表を
作成していない

信用保証料率が決定

担保の提供がある。※制度によっては適用されない場合があります。 0.1％割引

会計参与設置会社 0.1％割引

区　分 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

責任共有保証料率 1.90 1.75 1.55 1.35 1.15 1.00 0.80 0.60 0.45

責任共有外保証料率 2.20 2.00 1.80 1.60 1.35 1.10 0.90 0.70 0.50

一定の料率

責任共有保証料率 1.15

責任共有外保証料率 1.35

※CRD（中小企業信用リスク情報データベース）とは
　平成１３年３月、中小企業庁が中心となって中小企業金融の円滑化を支援することを
　目的に創設された、中小企業の財務内容に関する日本最大のデータベースです。

貸借対照表を作成している財務評価（CRDを利用）※

※自動車又は航空機用タイヤ及びチューブ製造業並びに工業用ベルト製造業は除く。
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（３）信用保証料の計算式
①一括返済

②分割返済

Ⓐ据置期間部分

Ⓑ分割返済部分

分割係数
　返済方法が均等分割返済の場合は分割係数表の均等分割係数を、不均等分割返済の
場合は不均等分割係数を適用します。

Ⓒ据置金額部分

（確定日保証の場合は日割計算となります。）

分割返済回数 均等分割係数 不均等分割係数

６回以下 ０．７０ ０．７７

１２回以下 ０．６５ ０．７２

２４回以下 ０．６０ ０．６６

２５回以上 ０．５５ ０．６１

据置金額（円） 信用保証料率 ｛（保証期間 － 据置期間（月））／１２ヶ月｝

貸付金額（円） 信用保証料率 据置期間（月）／１２ヶ月

（貸付金額 － 据置金額）（円） 信用保証料率

信用保証料 Ⓐ据置期間部分 Ⓑ分割返済部分 Ⓒ据置金額部分

貸付金額（円） 信用保証料率 保証期間（月）／１２ヶ月

Ⓐ
据
置
期
間
部
分

Ⓑ分割返済部分

©据置金額部分

計算金額
（貸付金額）

保証期間

｛（保証期間 － 据置期間（月））／１２ヶ月｝ 分割係数
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主な協会保証制度のご案内

制度の特徴
制度名

【信用保証依頼書に
記載する名称】

保証対象 保証限度額 責任共有制度 信用保証料率 資金使途・期間 連帯保証人※1 担　保

小規模企業者への安定的
な資金調達のための保証

小口零細企業保証
【全国小口】

次に掲げる中小企業信用保険法第2条第3項第1号から第6号までに定める小規模企業者
（1）常時使用する従業員の数が20人（商業又はサービス業は5人）以下の会社及び個人であって、中小企業信用保険法施行令第1条

第1項に定める業種に属する事業（以下「特定事業」という。）を行うもの（（2）に掲げるものを除く。）
（2）常時使用する従業員の数がその業種ごとに政令で定める数以下の会社及び個人であって、政令で定める業種に属する事業を主た

る事業とするもののうち、特定事業を行うもの
（3）事業協同小組合であって、特定事業を行うもの又はその組合員の3分の2以上が特定事業を行う者であるもの
（4）特定事業を行う企業組合であって、その事業に従事する組合員の数が20人以下のもの
（5）特定事業を行う協業組合であって、常時使用する従業員の数が20人以下のもの
（6）医業を主たる事業とする法人であって、常時使用する従業員の数が20人以下のもの（（1）から（5）までに掲げるものを除く。）

2,000万円
※他協会を含む既存保証付融資
残高（根保証においては融資
極度額）との合計が2,000万円
の範囲内

責任共有対象外 0.500％～2.200％ 事業資金10年以内
（据置期間1年以内を含む。）

法人…代表者
個人…原則として不要 原則として不要

新型コロナウイルス感染症
等の影響を受けた中小企
業者の資金繰り円滑化を
図るための保証

伴走支援型特別保証
【伴走支援】

次の（1）から（3）のいずれかに該当し、かつ経営行動に係る計画を策定した中小企業者
（1）中小企業信用保険法第2条第5項第4号の規定による認定を受けていること※1
（2）中小企業信用保険法第2条第5項第5号の規定による認定を受けていること※1
（3）次の①又は②ⅰからⅵのいずれかに該当すること※1※2
①最近１か月間の売上高が前年同月の売上高と比較して５％以上減少していること
②ⅰ最近１か月間の売上高総利益率が前年同月の売上高総利益率と比較して５％以上減少していること
　ⅱ最近１か月間の売上高総利益率が直近決算の売上高総利益率と比較して５％以上減少していること
　ⅲ直近決算の売上高総利益率が直近決算前期の売上高総利益率と比較して５％以上減少していること
　ⅳ最近１か月間の売上高営業利益率が前年同月の売上高営業利益率と比較して５％以上減少していること
　ⅴ最近１か月間の売上高営業利益率が直近決算の売上高営業利益率と比較して５％以上減少していること
　ⅵ直近決算の売上高営業利益率が直近決算前期の売上高営業利益率と比較して５％以上減少していること
※1 保険法第3条の3の規定による特別小口保険に係る保証を除く。
※2 保険法第3条の規定による普通保険に係る保証及び同法第3条の2の規定による無担保保険に係る保証（いずれも一般分に限る。）に限る。

1億円

保証対象（１）は、
責任共有対象外
保証対象（２）（３）は、

金融機関の選択した責任共有制度
による

ただし、責任共有制度の対象除外と
なる既往借入金を（２）又は（３）で借
り換える場合（信用保証協会の保証
付きの既往借入金の範囲内の額を
借り換える場合に限る。）については、
責任共有制度の対象除外となる

融資対象（1）（2）は、
0.200％

融資対象（3）は、0.200％
～1.150％

※（1）～（3）国補助後

事業資金10年以内
（据置期間5年以内を含む。）
融資対象（1）（2）は、経営の安
定に必要な事業資金

融資対象（3）は、事業資金

法人…代表者
個人…原則として不要

※経営者保証免除対応を適用する場合
は不要

必要に応じ

新型コロナウイルス感染症
の影響を受けた中小企業
者が事業再生計画等に沿
って事業再生を行うための
資金に対する保証

事業再生計画
実施関連保証

（感染症対応型）
【改サポ（感染症対応型）】

次に掲げるいずれかの計画に従って事業再生を行い、金融機関に対して計画の実行及び進捗の報告を行う中小企業者
（1）産業競争力強化法第53条第1項に規定する計画
（2）産業競争力強化法施行規則第32条第1号に規定する計画
（3）産業競争力強化法施行規則第32条第2号に規定する計画
（4）産業競争力強化法施行規則第32条第3号に規定する計画
（5）産業競争力強化法施行規則第32条第4号に規定する計画

2億8,000万円 金融機関の選択した
責任共有制度による

0.200％
※国補助後

事業資金15年以内
（据置期間5年以内を含む。）

法人…代表者
個人…原則として不要

※経営者保証免除対応を適用する場合
は不要

必要に応じ

創業に必要な資金調達の
ための保証

創業関連保証
【創業関連保証】

次に掲げるいずれかに該当する創業者
（1）産業競争力強化法第2条第29項第1号、第3号及び第5号に掲げる次の創業者であって、事業開始に係る具体的な計画を有するもの

ア 事業を営んでいない個人であって、1月以内に新たに事業を開始する具体的計画を有するもの
イ 事業を営んでいない個人であって、2月以内に新たに会社を設立し、当該会社が事業を開始する具体的計画を有するもの
ウ 中小企業者である会社であって、自らの事業の全部又は一部を継続して実施しつつ、新たに中小企業者である会社を設立し、か
つ、当該新たに設立された会社が、事業を開始する具体的計画を有するもの

（2）産業競争力強化法第2条第29項第2号、第4号及び第6号に掲げる次の創業者である中小企業者であって事業を開始した日又は
会社を設立した日以後5年を経過していないもの
ア 事業を営んでいない個人が事業を開始した日以後5年を経過していないもの
イ 事業を営んでいない個人により設立された会社であって、その設立の日以後5年を経過していないもの
ウ 中小企業者である会社であって、自らの事業の全部又は一部を継続して実施しつつ、新たに設立された会社であって、その設立
の日以後5年を経過していないもの

（3）上記（2）アに規定する創業者であって新たに会社（中小企業者に限る）を設立したものが、事業の譲渡により事業の全部又は一部を
当該会社に承継させた場合であって、当該会社設立創業者が事業を開始した日から起算して5年を経過していないとして、産業競
争力強化法第2条第29項第4号に掲げる創業者とみなされるもの

3,500万円
※創業関連保証及び再挑戦支援
保証を併用した場合、限度額
3,500万円。

責任共有対象外 0.800% 運転資金・設備資金10年以内
（据置期間1年以内を含む。）

法人…代表者
個人…原則として不要 不要

スタートアップ
創出促進保証
【ＳＳＳ保証】

次のいずれかに該当する創業者及び創業者である中小企業者
（1）事業を営んでいない個人であって、２月以内（認定特定創業支援等事業により経済産業省令で定めるところにより支援を受けて創

業を行おうとする者にあっては、６月以内）に新たに会社を設立し、当該会社が事業を開始する具体的計画を有するもの（産業競争
力強化法（平成２５年法律第９８号）（以下「法」という。）第２条第２９項第３号）。

（2）中小企業者である会社であって、自らの事業の全部又は一部を継続して実施しつつ、新たに中小企業者である会社を設立し、かつ、
当該新たに設立された会社が、事業を開始する具体的計画を有するもの（法第２条第２９項第５号）。

（3）事業を営んでいない個人により設立された会社であって、その設立の日以後５年を経過していないもの（法第２条第２９項第４号）。
（4）中小企業者である会社であって、自らの事業の全部又は一部を継続して実施しつつ、新たに設立された会社であって、その設立の

日以後５年を経過していないもの（法第２条第２９項第６号）。
（5）法第２条第２９項第２号に規定する創業者（事業を営んでいない個人が事業を開始した日以後５年を経過していないもの）であって

新たに会社（中小企業者に限る。）を設立したもの（以下「会社設立創業者」という。）が、事業の譲渡により事業の全部又は一部を当
該会社に承継させる場合であって、当該会社設立創業者が事業を開始した日から起算して５年を経過していないとして、同条第２９
項第４号に掲げる創業者とみなされるもの（法第１２９条第２項）。

3,500万円
※創業関連保証及び再挑戦支援
保証を併用した場合、限度額
3,500万円。

責任共有対象外 1.000%

運転資金・設備資金10年以内
（据置期間1年以内を含む。）
※申込金融機関において本保証付融資と
原則同時にプロパー融資を実行する、又
は保証申込時においてプロパー融資の
残高がある場合は据置期間を３年以内
とする。

不要 不要

中小企業者の事業承継促
進を図るため、経営者保証
を不要とする保証

事業承継特別保証
【事業承継特別】

次の（1）又は（2）に該当し、かつ、（3）に該当する中小企業者
（1）保証申込受付日から3年以内に事業承継を予定する事業承継計画を有する法人
（2）令和2年1月1日から令和7年3月31日までに事業承継を実施した法人であって、事業承継日から3年を経過していないもの
（3）次の①から④までに定める全ての要件を満たすこと。

① 資産超過であること。
② EBITDA有利子負債倍率（注）が15倍以内であること。
③ 法人・個人の分離がなされていること。
④ 返済緩和している借入金がないこと。
（注） EBITDA有利子負債倍率＝（借入金・社債－現預金）÷（営業利益＋減価償却費）

2億8,000万円 金融機関の選択した
責任共有制度による

0.450％～1.900％
※経営者保証について、専門家の
確認を受けた場合は、0.200％～
1.150％

事業資金10年以内
（据置期間1年以内を含む。）
※一括返済の場合、1年以内
※既存のプロパー借入金の借換えも可能
※融資対象（1）に該当する場合は、保証人
を提供していない既往借入金の返済資
金以外のもの。

※融資対象（2）に該当する場合は、事業承
継前に保証人を提供している既往借入
金の返済資金に限る。

不要 必要に応じ

事業承継計画に基づき、持
株会社が事業会社の株式
を集約化することで、中小
企業者の円滑な事業承継
に活用できる保証

事業承継保証
【事業承継】

次の全ての要件を満たす持株会社
（1）事業承継計画に基づき、事業会社の株式を取得することを目的として設立された持株会社であること。
（2）持株会社の発行済議決権株式総数の3分の2以上を後継者が保有していること。
（3）事業会社が中小企業信用保険法施行令第1条第1項に定める業種に属する事業を行っていること。ただし、事業会社が保証対象外

業種を兼業している場合は、対象外とする。

2億8,000万円 金融機関の選択した
責任共有制度による 0.450％～1.900％

設備資金15年以内
（据置期間18ヶ月以内を含む。）
※持株会社が被後継者の保有する事業会
社の発行済議決権株式総数の３分の２
以上を一括で取得する資金に限る。

持株会社及び事業会社の代
表者（実質経営者を含む。）並
びに事業会社の法人保証を
必要とする。

必要に応じ

※１ 経営者保証を不要とする保証の取扱いが出来る可能性があります。
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制度の特徴
制度名

【信用保証依頼書に
記載する名称】

保証対象 保証限度額 責任共有制度 信用保証料率 資金使途・期間 連帯保証人※1 担　保

小規模企業者への安定的
な資金調達のための保証

小口零細企業保証
【全国小口】

次に掲げる中小企業信用保険法第2条第3項第1号から第6号までに定める小規模企業者
（1）常時使用する従業員の数が20人（商業又はサービス業は5人）以下の会社及び個人であって、中小企業信用保険法施行令第1条

第1項に定める業種に属する事業（以下「特定事業」という。）を行うもの（（2）に掲げるものを除く。）
（2）常時使用する従業員の数がその業種ごとに政令で定める数以下の会社及び個人であって、政令で定める業種に属する事業を主た

る事業とするもののうち、特定事業を行うもの
（3）事業協同小組合であって、特定事業を行うもの又はその組合員の3分の2以上が特定事業を行う者であるもの
（4）特定事業を行う企業組合であって、その事業に従事する組合員の数が20人以下のもの
（5）特定事業を行う協業組合であって、常時使用する従業員の数が20人以下のもの
（6）医業を主たる事業とする法人であって、常時使用する従業員の数が20人以下のもの（（1）から（5）までに掲げるものを除く。）

2,000万円
※他協会を含む既存保証付融資
残高（根保証においては融資
極度額）との合計が2,000万円
の範囲内

責任共有対象外 0.500％～2.200％ 事業資金10年以内
（据置期間1年以内を含む。）

法人…代表者
個人…原則として不要 原則として不要

新型コロナウイルス感染症
等の影響を受けた中小企
業者の資金繰り円滑化を
図るための保証

伴走支援型特別保証
【伴走支援】

次の（1）から（3）のいずれかに該当し、かつ経営行動に係る計画を策定した中小企業者
（1）中小企業信用保険法第2条第5項第4号の規定による認定を受けていること※1
（2）中小企業信用保険法第2条第5項第5号の規定による認定を受けていること※1
（3）次の①又は②ⅰからⅵのいずれかに該当すること※1※2
①最近１か月間の売上高が前年同月の売上高と比較して５％以上減少していること
②ⅰ最近１か月間の売上高総利益率が前年同月の売上高総利益率と比較して５％以上減少していること
　ⅱ最近１か月間の売上高総利益率が直近決算の売上高総利益率と比較して５％以上減少していること
　ⅲ直近決算の売上高総利益率が直近決算前期の売上高総利益率と比較して５％以上減少していること
　ⅳ最近１か月間の売上高営業利益率が前年同月の売上高営業利益率と比較して５％以上減少していること
　ⅴ最近１か月間の売上高営業利益率が直近決算の売上高営業利益率と比較して５％以上減少していること
　ⅵ直近決算の売上高営業利益率が直近決算前期の売上高営業利益率と比較して５％以上減少していること
※1 保険法第3条の3の規定による特別小口保険に係る保証を除く。
※2 保険法第3条の規定による普通保険に係る保証及び同法第3条の2の規定による無担保保険に係る保証（いずれも一般分に限る。）に限る。

1億円

保証対象（１）は、
責任共有対象外
保証対象（２）（３）は、

金融機関の選択した責任共有制度
による

ただし、責任共有制度の対象除外と
なる既往借入金を（２）又は（３）で借
り換える場合（信用保証協会の保証
付きの既往借入金の範囲内の額を
借り換える場合に限る。）については、
責任共有制度の対象除外となる

融資対象（1）（2）は、
0.200％

融資対象（3）は、0.200％
～1.150％

※（1）～（3）国補助後

事業資金10年以内
（据置期間5年以内を含む。）
融資対象（1）（2）は、経営の安
定に必要な事業資金

融資対象（3）は、事業資金

法人…代表者
個人…原則として不要

※経営者保証免除対応を適用する場合
は不要

必要に応じ

新型コロナウイルス感染症
の影響を受けた中小企業
者が事業再生計画等に沿
って事業再生を行うための
資金に対する保証

事業再生計画
実施関連保証

（感染症対応型）
【改サポ（感染症対応型）】

次に掲げるいずれかの計画に従って事業再生を行い、金融機関に対して計画の実行及び進捗の報告を行う中小企業者
（1）産業競争力強化法第53条第1項に規定する計画
（2）産業競争力強化法施行規則第32条第1号に規定する計画
（3）産業競争力強化法施行規則第32条第2号に規定する計画
（4）産業競争力強化法施行規則第32条第3号に規定する計画
（5）産業競争力強化法施行規則第32条第4号に規定する計画

2億8,000万円 金融機関の選択した
責任共有制度による

0.200％
※国補助後

事業資金15年以内
（据置期間5年以内を含む。）

法人…代表者
個人…原則として不要

※経営者保証免除対応を適用する場合
は不要

必要に応じ

創業に必要な資金調達の
ための保証

創業関連保証
【創業関連保証】

次に掲げるいずれかに該当する創業者
（1）産業競争力強化法第2条第29項第1号、第3号及び第5号に掲げる次の創業者であって、事業開始に係る具体的な計画を有するもの

ア 事業を営んでいない個人であって、1月以内に新たに事業を開始する具体的計画を有するもの
イ 事業を営んでいない個人であって、2月以内に新たに会社を設立し、当該会社が事業を開始する具体的計画を有するもの
ウ 中小企業者である会社であって、自らの事業の全部又は一部を継続して実施しつつ、新たに中小企業者である会社を設立し、か
つ、当該新たに設立された会社が、事業を開始する具体的計画を有するもの

（2）産業競争力強化法第2条第29項第2号、第4号及び第6号に掲げる次の創業者である中小企業者であって事業を開始した日又は
会社を設立した日以後5年を経過していないもの
ア 事業を営んでいない個人が事業を開始した日以後5年を経過していないもの
イ 事業を営んでいない個人により設立された会社であって、その設立の日以後5年を経過していないもの
ウ 中小企業者である会社であって、自らの事業の全部又は一部を継続して実施しつつ、新たに設立された会社であって、その設立
の日以後5年を経過していないもの

（3）上記（2）アに規定する創業者であって新たに会社（中小企業者に限る）を設立したものが、事業の譲渡により事業の全部又は一部を
当該会社に承継させた場合であって、当該会社設立創業者が事業を開始した日から起算して5年を経過していないとして、産業競
争力強化法第2条第29項第4号に掲げる創業者とみなされるもの

3,500万円
※創業関連保証及び再挑戦支援
保証を併用した場合、限度額
3,500万円。

責任共有対象外 0.800% 運転資金・設備資金10年以内
（据置期間1年以内を含む。）

法人…代表者
個人…原則として不要 不要

スタートアップ
創出促進保証
【ＳＳＳ保証】

次のいずれかに該当する創業者及び創業者である中小企業者
（1）事業を営んでいない個人であって、２月以内（認定特定創業支援等事業により経済産業省令で定めるところにより支援を受けて創

業を行おうとする者にあっては、６月以内）に新たに会社を設立し、当該会社が事業を開始する具体的計画を有するもの（産業競争
力強化法（平成２５年法律第９８号）（以下「法」という。）第２条第２９項第３号）。

（2）中小企業者である会社であって、自らの事業の全部又は一部を継続して実施しつつ、新たに中小企業者である会社を設立し、かつ、
当該新たに設立された会社が、事業を開始する具体的計画を有するもの（法第２条第２９項第５号）。

（3）事業を営んでいない個人により設立された会社であって、その設立の日以後５年を経過していないもの（法第２条第２９項第４号）。
（4）中小企業者である会社であって、自らの事業の全部又は一部を継続して実施しつつ、新たに設立された会社であって、その設立の

日以後５年を経過していないもの（法第２条第２９項第６号）。
（5）法第２条第２９項第２号に規定する創業者（事業を営んでいない個人が事業を開始した日以後５年を経過していないもの）であって

新たに会社（中小企業者に限る。）を設立したもの（以下「会社設立創業者」という。）が、事業の譲渡により事業の全部又は一部を当
該会社に承継させる場合であって、当該会社設立創業者が事業を開始した日から起算して５年を経過していないとして、同条第２９
項第４号に掲げる創業者とみなされるもの（法第１２９条第２項）。

3,500万円
※創業関連保証及び再挑戦支援
保証を併用した場合、限度額
3,500万円。

責任共有対象外 1.000%

運転資金・設備資金10年以内
（据置期間1年以内を含む。）
※申込金融機関において本保証付融資と
原則同時にプロパー融資を実行する、又
は保証申込時においてプロパー融資の
残高がある場合は据置期間を３年以内
とする。

不要 不要

中小企業者の事業承継促
進を図るため、経営者保証
を不要とする保証

事業承継特別保証
【事業承継特別】

次の（1）又は（2）に該当し、かつ、（3）に該当する中小企業者
（1）保証申込受付日から3年以内に事業承継を予定する事業承継計画を有する法人
（2）令和2年1月1日から令和7年3月31日までに事業承継を実施した法人であって、事業承継日から3年を経過していないもの
（3）次の①から④までに定める全ての要件を満たすこと。

① 資産超過であること。
② EBITDA有利子負債倍率（注）が15倍以内であること。
③ 法人・個人の分離がなされていること。
④ 返済緩和している借入金がないこと。
（注） EBITDA有利子負債倍率＝（借入金・社債－現預金）÷（営業利益＋減価償却費）

2億8,000万円 金融機関の選択した
責任共有制度による

0.450％～1.900％
※経営者保証について、専門家の
確認を受けた場合は、0.200％～
1.150％

事業資金10年以内
（据置期間1年以内を含む。）
※一括返済の場合、1年以内
※既存のプロパー借入金の借換えも可能
※融資対象（1）に該当する場合は、保証人
を提供していない既往借入金の返済資
金以外のもの。

※融資対象（2）に該当する場合は、事業承
継前に保証人を提供している既往借入
金の返済資金に限る。

不要 必要に応じ

事業承継計画に基づき、持
株会社が事業会社の株式
を集約化することで、中小
企業者の円滑な事業承継
に活用できる保証

事業承継保証
【事業承継】

次の全ての要件を満たす持株会社
（1）事業承継計画に基づき、事業会社の株式を取得することを目的として設立された持株会社であること。
（2）持株会社の発行済議決権株式総数の3分の2以上を後継者が保有していること。
（3）事業会社が中小企業信用保険法施行令第1条第1項に定める業種に属する事業を行っていること。ただし、事業会社が保証対象外

業種を兼業している場合は、対象外とする。

2億8,000万円 金融機関の選択した
責任共有制度による 0.450％～1.900％

設備資金15年以内
（据置期間18ヶ月以内を含む。）
※持株会社が被後継者の保有する事業会
社の発行済議決権株式総数の３分の２
以上を一括で取得する資金に限る。

持株会社及び事業会社の代
表者（実質経営者を含む。）並
びに事業会社の法人保証を
必要とする。

必要に応じ
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制度の特徴
制度名

【信用保証依頼書に
記載する名称】

保証対象 保証限度額 責任共有制度 信用保証料率 資金使途・期間 連帯保証人※1 担　保

資本市場からの資金調達
を円滑にするための保証

中小企業
特定社債保証
【特定社債】

次の基準（1）～（3）のいずれかに
該当する中小企業者

発行最高限度額
5億6,000万円

（保証金額4億5,000万円）
※最低発行額3,000万円

部分保証
※金融機関の選択した責任共有制度に関わらず
部分保証となる

0.450％～1.900％ 事業資金
2年以上7年以内 不要 2億円超の場合は

原則として必要

生産性向上や更なる成長
を遂げるため、大口かつ長
期の資金を支援するため
の保証

中小企業
成長発展支援保証
【発展サポート】

次の（1）～（3）の全てを満たすもの
（1）3年以上同一事業を継続して

いること。
（2）1期を12ヶ月とする決算書（確

定申告書）を、直近3期分提出
できること。

（3）次の基準（1）～（3）のいずれ
かに該当すること。

2億円 金融機関の選択した
責任共有制度による 0.450％～1.150％ 事業資金10年以内 法人…代表者

個人…原則として不要 原則として不要

不動産担保を活用し、大口
かつ長期の資金を調達す
るための保証

不動産担保融資
保証制度

【ロングサポート】

中小企業信用保険法第2条に定める要件を備え、かつ、川崎市内において、法人の場合は本店又は事業者を有し、個人の場合は住所又
は事業所を有する者 2億円 金融機関の選択した

責任共有制度による
0.350％～1.800％
（担保割引適用後）

運転資金・設備資金
30年以内

（据置期間1年以内を含む。）

法人…代表者
個人…原則として不要

不動産担保を徴求す
る。
ただし、原則として保
証金額の80％以上の
保全を要する。

大規模な経済危機や災害
等により影響を受けた中小
企業者の資金繰り支援の
ための保証

危機関連保証
【危機関連】

経営の安定に支障を生じていることについて中小企業信用保険法第2条第6項の規定により市町村長又は特別区長の認定を受けた中
小企業者

2億8,000万円
※組合の場合は、4億8,000万円

責任共有対象外 0.800% 事業資金10年以内
（据置期間2年以内を含む。）

法人…代表者
個人…原則として不要 必要に応じ

既存借入金を借換え又は
一本化することで資金繰り
を安定させるための保証

条件変更改善型
借換保証

【条件変更改善型借換】

次の全ての要件を満たす中小企業者又は組合
（1）保証申込時点において当協会保証付既往借入金の残高があること。
（2）（1）の既往借入金の全部又は一部について返済条件の緩和を行っていること。
（3）金融機関及び認定経営革新等支援機関の支援を受けつつ、自ら事業計画の策定並びに計画の実行及び進捗の報告を行うこと。

2億8,000万円
※組合の場合は、4億8,000万円

金融機関の選択した
責任共有制度による 0.450％～1.900％

返済資金15年以内
（据置期間1年以内を含む。）
※本返済資金以外の事業資金を含む場合
は、据置期間2年以内とする。

法人…代表者
個人…原則として不要

原則として、借換を行
う既存の保証条件と
同じ。
返済資金以外の新規
融資を含む場合は、通
常の借入に対する保
証条件と同じ。

利用限度額を設定し、反復
継続して資金調達をするた
めの保証

当座貸越
（貸付専用型）根保証
【当座貸越根保証】

同一事業の業歴が3年以上で、2期以上の確定申告（決算）を行っており、申込金融機関と6か月以上の与信取引がある中小企業者で、
次のいずれかに該当するもの
（個人）
（1）保証申込直前期の決算におけるCRDを活用した信用保証協会によるスコアリングが基準を満たしている。
（2）確定申告が青色申告であり、保証申込直前期の決算において申告所得300万円以上を計上し、かつ、自己名義の不動産（自宅・店

舗等）を所有する。
（3）確定申告が青色申告であり、保証申込直前期の決算において申告所得100万円以上を計上し、不動産等物的担保の提供がある。
（法人）
保証申込直前期の決算におけるCRDを活用した信用保証協会によるスコアリングが基準を満たしている。

100万円以上
2億8,000万円以内

金融機関の選択した
責任共有制度による 0.390％～1.620％ 事業資金1年間又は2年間 法人…代表者

個人…原則として不要

5,000万円超の
場合は原則として

必要

事業者
カードローン当座
貸越根保証

【事業者カードローン
根保証】

同一事業の業歴が3年以上で、2期以上の確定申告（決算）を行っており、申込金融機関と6か月以上の与信取引がある中小企業者で
次のいずれかに該当するもの
（個人）
（1）保証申込直前期の決算におけるCRDを活用した信用保証協会によるスコアリングが基準を満たしている。
（2）確定申告が青色申告であり、保証申込直前期の決算において申告所得を計上し、かつ自己名義の不動産（自宅・店舗等）を所有する。
（法人）
保証申込直前期の決算におけるCRDを活用した信用保証協会によるスコアリングが基準を満たしている。

100万円以上
2,000万円以内

金融機関の選択した
責任共有制度による 0.390％～1.620％ 事業資金1年間又は2年間 法人…代表者

個人…原則として不要 原則として不要

金融機関と信用保証協会が
連携して、中小企業者の資金
繰りを安定させるための保証

協調型融資保証
【コラボ】

次の（1）～（4）の全てに該当する法人であること。
（1）3期以上、適法に決算申告を行っていること。
（2）財務諸表等から導かれる信用保証料率区分が4から9に該当すること。
（3）直近決算における年間の売上高が3億円以上であること。
（4）取扱金融機関が今後も積極的に支援していく方針であること。

2億円
また、取扱金融機関が保証付
融資額の6割以上のプロパー
融資を同時に実行すること。

金融機関の選択した
責任共有制度による 0.450％～1.350％ 運転資金・設備資金10年以内

（据置期間1年以内を含む。）
法人…代表者

個人…原則として不要 原則として不要

短期資金の継続的な利用
で、資金繰りの安定化を図
るための保証

短期継続保証
【短期継続】

次の（1）～（4）の全てに該当するもの
（1）1期以上の決算又は確定申告を行っていること。
（2）保証申込時点で1年以上の与信取引があること。
（3）既存債務の返済条件緩和が行われていないこと。
（4）直近の決算において債務超過となっていないこと。

5,000万円
ただし、1事業者1口とし、原
則として直近決算書の平均
月商の2倍以内とする。

金融機関の選択した
責任共有制度による 0.450％～1.900％ 運転資金1年 法人…代表者

個人…原則として不要 原則として不要

※１ 経営者保証を不要とする保証の取扱いが出来る可能性があります。

基準（1） 基準（2） 基準（3） 充足要件

①純資産の額 5千万円以上3億円未満 3億円以上5億円未満 5億円以上 必要要件

②自己資本比率 20%以上 20%以上 15%以上
選択要件

③純資産倍率 2.0倍以上 1.5倍以上 1.5倍以上

④使用総資本事業利益率 10%以上 10%以上 5%以上
選択要件

⑤インタレスト・カバレッジ・レーシオ 2.0倍以上 1.5倍以上 1.0倍以上

基準（1） 基準（2） 基準（3） 充足要件

①純資産の額 5千万円以上3億円未満 3億円以上5億円未満 5億円以上 必要要件

②自己資本比率 20%以上 20%以上 15%以上
選択要件

③純資産倍率 2.0倍以上 1.5倍以上 1.5倍以上

④使用総資本事業利益率 10%以上 10%以上 5%以上
選択要件

⑤インタレスト・カバレッジ・レーシオ 2.0倍以上 1.5倍以上 1.0倍以上
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制度の特徴
制度名

【信用保証依頼書に
記載する名称】

保証対象 保証限度額 責任共有制度 信用保証料率 資金使途・期間 連帯保証人※1 担　保

資本市場からの資金調達
を円滑にするための保証

中小企業
特定社債保証
【特定社債】

次の基準（1）～（3）のいずれかに
該当する中小企業者

発行最高限度額
5億6,000万円

（保証金額4億5,000万円）
※最低発行額3,000万円

部分保証
※金融機関の選択した責任共有制度に関わらず
部分保証となる

0.450％～1.900％ 事業資金
2年以上7年以内 不要 2億円超の場合は

原則として必要

生産性向上や更なる成長
を遂げるため、大口かつ長
期の資金を支援するため
の保証

中小企業
成長発展支援保証
【発展サポート】

次の（1）～（3）の全てを満たすもの
（1）3年以上同一事業を継続して

いること。
（2）1期を12ヶ月とする決算書（確

定申告書）を、直近3期分提出
できること。

（3）次の基準（1）～（3）のいずれ
かに該当すること。

2億円 金融機関の選択した
責任共有制度による 0.450％～1.150％ 事業資金10年以内 法人…代表者

個人…原則として不要 原則として不要

不動産担保を活用し、大口
かつ長期の資金を調達す
るための保証

不動産担保融資
保証制度

【ロングサポート】

中小企業信用保険法第2条に定める要件を備え、かつ、川崎市内において、法人の場合は本店又は事業者を有し、個人の場合は住所又
は事業所を有する者 2億円 金融機関の選択した

責任共有制度による
0.350％～1.800％
（担保割引適用後）

運転資金・設備資金
30年以内

（据置期間1年以内を含む。）

法人…代表者
個人…原則として不要

不動産担保を徴求す
る。
ただし、原則として保
証金額の80％以上の
保全を要する。

大規模な経済危機や災害
等により影響を受けた中小
企業者の資金繰り支援の
ための保証

危機関連保証
【危機関連】

経営の安定に支障を生じていることについて中小企業信用保険法第2条第6項の規定により市町村長又は特別区長の認定を受けた中
小企業者

2億8,000万円
※組合の場合は、4億8,000万円

責任共有対象外 0.800% 事業資金10年以内
（据置期間2年以内を含む。）

法人…代表者
個人…原則として不要 必要に応じ

既存借入金を借換え又は
一本化することで資金繰り
を安定させるための保証

条件変更改善型
借換保証

【条件変更改善型借換】

次の全ての要件を満たす中小企業者又は組合
（1）保証申込時点において当協会保証付既往借入金の残高があること。
（2）（1）の既往借入金の全部又は一部について返済条件の緩和を行っていること。
（3）金融機関及び認定経営革新等支援機関の支援を受けつつ、自ら事業計画の策定並びに計画の実行及び進捗の報告を行うこと。

2億8,000万円
※組合の場合は、4億8,000万円

金融機関の選択した
責任共有制度による 0.450％～1.900％

返済資金15年以内
（据置期間1年以内を含む。）
※本返済資金以外の事業資金を含む場合
は、据置期間2年以内とする。

法人…代表者
個人…原則として不要

原則として、借換を行
う既存の保証条件と
同じ。
返済資金以外の新規
融資を含む場合は、通
常の借入に対する保
証条件と同じ。

利用限度額を設定し、反復
継続して資金調達をするた
めの保証

当座貸越
（貸付専用型）根保証
【当座貸越根保証】

同一事業の業歴が3年以上で、2期以上の確定申告（決算）を行っており、申込金融機関と6か月以上の与信取引がある中小企業者で、
次のいずれかに該当するもの
（個人）
（1）保証申込直前期の決算におけるCRDを活用した信用保証協会によるスコアリングが基準を満たしている。
（2）確定申告が青色申告であり、保証申込直前期の決算において申告所得300万円以上を計上し、かつ、自己名義の不動産（自宅・店

舗等）を所有する。
（3）確定申告が青色申告であり、保証申込直前期の決算において申告所得100万円以上を計上し、不動産等物的担保の提供がある。
（法人）
保証申込直前期の決算におけるCRDを活用した信用保証協会によるスコアリングが基準を満たしている。

100万円以上
2億8,000万円以内

金融機関の選択した
責任共有制度による 0.390％～1.620％ 事業資金1年間又は2年間 法人…代表者

個人…原則として不要

5,000万円超の
場合は原則として

必要

事業者
カードローン当座
貸越根保証

【事業者カードローン
根保証】

同一事業の業歴が3年以上で、2期以上の確定申告（決算）を行っており、申込金融機関と6か月以上の与信取引がある中小企業者で
次のいずれかに該当するもの
（個人）
（1）保証申込直前期の決算におけるCRDを活用した信用保証協会によるスコアリングが基準を満たしている。
（2）確定申告が青色申告であり、保証申込直前期の決算において申告所得を計上し、かつ自己名義の不動産（自宅・店舗等）を所有する。
（法人）
保証申込直前期の決算におけるCRDを活用した信用保証協会によるスコアリングが基準を満たしている。

100万円以上
2,000万円以内

金融機関の選択した
責任共有制度による 0.390％～1.620％ 事業資金1年間又は2年間 法人…代表者

個人…原則として不要 原則として不要

金融機関と信用保証協会が
連携して、中小企業者の資金
繰りを安定させるための保証

協調型融資保証
【コラボ】

次の（1）～（4）の全てに該当する法人であること。
（1）3期以上、適法に決算申告を行っていること。
（2）財務諸表等から導かれる信用保証料率区分が4から9に該当すること。
（3）直近決算における年間の売上高が3億円以上であること。
（4）取扱金融機関が今後も積極的に支援していく方針であること。

2億円
また、取扱金融機関が保証付
融資額の6割以上のプロパー
融資を同時に実行すること。

金融機関の選択した
責任共有制度による 0.450％～1.350％ 運転資金・設備資金10年以内

（据置期間1年以内を含む。）
法人…代表者

個人…原則として不要 原則として不要

短期資金の継続的な利用
で、資金繰りの安定化を図
るための保証

短期継続保証
【短期継続】

次の（1）～（4）の全てに該当するもの
（1）1期以上の決算又は確定申告を行っていること。
（2）保証申込時点で1年以上の与信取引があること。
（3）既存債務の返済条件緩和が行われていないこと。
（4）直近の決算において債務超過となっていないこと。

5,000万円
ただし、1事業者1口とし、原
則として直近決算書の平均
月商の2倍以内とする。

金融機関の選択した
責任共有制度による 0.450％～1.900％ 運転資金1年 法人…代表者

個人…原則として不要 原則として不要

川崎市中小企業融資制度については川崎市のホームページをご覧ください。
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中期事業計画（令和３～５年度）（概要）
　川崎市信用保証協会は、公的な中小企業支援機関として、地域経済の発展に貢献する
ため、コロナ禍の影響によって厳しい状況にある中小企業への金融支援に加え、企業の発達
状況に応じた多様な支援に取組むとともに、利用者本位の利便性向上を図るため、令和３
年度から５年度までの３年間における業務運営方針を次のとおり定めました。

（１）中小企業の経営改善・生産性向上に向けた取組みの推進
　厳しい経営環境にある中小企業の経営改善・生産性向上を促すため、金融機関と
連携・協調して安定的な資金調達を支援します。

（２）経営支援に関する取組みの推進
　厳しい経営環境にある中小企業の経営状況に応じた柔軟かつきめ細やかな対応が
求められていることから、金融機関等と連携・協調した経営支援に取組みます。

（３）地方創生等への貢献を果たすための取組みの推進
　市内中小企業の金融円滑化を図る中小企業支援機関として、川崎市や関係機関
との連携を進め、地域経済活性化のための取組みを推進します。

（４）回収の最大化に向けた取組みの強化
　求償権の管理回収は、信用補完制度の維持やモラルハザードの防止、事業再生
支援等の側面も併せ持つ協会の重要な業務であることから、効率性を重視しつつその
最大化に取組みます。

（５）中小企業や金融機関から信頼される態勢の維持・強化
　信用保証協会が中小企業支援機関として、中小企業の金融円滑化や経営支援を
より高い水準で継続して提供するため、経営の透明性や人材育成に取組み、中小企業や
金融機関から信頼される態勢を維持、強化します。
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年度経営計画（令和５年度）（概要）
1 業務環境
（１）地域の経済動向

　政府は、経済の基調判断を「景気は、このところ一部に弱さがみられるものの、緩やかに
持ち直している。」とし、先行きについては「ウィズコロナの下で各種政策の効果もあって、
景気が持ち直していくことが期待される。ただし、世界的な金融引締め等が続く中、海外
景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、物価上昇、供給
面での制約、金融資本市場の変動等の影響や中国における感染拡大の影響に十分
注意する必要がある。」としています。
　地元金融機関が行った川崎市内中小企業の動向調査では、景況感を総合的に
示す業況Ｄ．Ｉは令和４年１０～１２月期が△７．６で、令和４年７～９月期（△１７．８）と比べ、
１０．２ポイント改善しているものの、令和５年１～３月期の見通しについては△１６．７と厳しい
状況が懸念されています。

（２）中小企業を取り巻く環境
　中小企業を取り巻く環境は、長引くコロナ禍の影響に加え、原材料等の高騰、人手
不足といった課題も深刻化しており、厳しい状況が続くものと予想されます。
　民間調査機関によると令和４年（１～１２月）の全国企業倒産件数は、６，３７６件と前年に
比べ３６１件増（６．０％増）と３年ぶりの増加となっています。主な倒産要因は、販売不振
などの「不況型倒産」が４，９３２件と前年に比べ３２３件増（６．８％増）となっており、この先に
ついては経営再建を断念する「息切れ倒産」の増加も懸念されています。

2 業務運営方針
　川崎市信用保証協会は、公的な中小企業支援機関として、コロナ禍に加え、エネルギーや
原材料の価格高騰等の影響により厳しい状況にある中小企業に金融機関等と連携し信用
保証による金融支援に取組むとともに、創業支援、期中支援及び再生支援の充実を図ることに
より、地域経済の発展に貢献するため、令和５年度の業務運営方針を次のとおり定めました。
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（１）中小企業の経営改善・生産性向上に向けた取組みの推進
　厳しい経営環境にある中小企業の経営改善・生産性向上を促すため、金融機関と
連携・協調して中小企業の安定的な資金調達を支援します。

（２）経営支援に関する取組みの推進
　厳しい経営環境にある中小企業の経営状況に応じた柔軟かつきめ細やかな対応が
求められていることから、金融機関や関係機関と連携・協調した経営支援に取組みます。

（３）地方創生等への貢献を果たすための取組みの推進
　市内中小企業の金融円滑化を図る中小企業支援機関として、川崎市や関係機関
との連携を進め、地域経済活性化のための取組みを推進します。

（４）回収の最大化に向けた取組みの強化
　求償権の管理回収は、信用補完制度の維持やモラルハザードの防止、事業再生
支援等の側面も併せ持つ協会の重要な業務であることから、効率性を重視しつつその
最大化に取組みます。

（５）中小企業や金融機関から信頼される態勢の維持・強化
　中小企業や金融機関にとって頼りになる支援機関であり続けるため、職員の能力向上や
広報活動の充実を図るとともに、透明性の高い業務運営を行います。

3 令和５年度の業務計画数値

項　目 金　額

保  証  承  諾 ４０，０００百万円

保証債務残高 １８８，０００百万円

代  位  弁  済 ３，３００百万円

実  際  回  収 ４５０百万円
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令和４年度の実績
1 事業方針
　令和４年当初、景気は持ち直しの動きが続いていたものの、新型コロナウイルス感染症の
影響による厳しい状況が残る中で、一部に弱さがみられていました。先行きについては、感染
対策に万全を期し、経済社会活動を継続していく中で、各種政策の効果や海外経済の改善
により、持ち直していくことが期待されていました。
　中小企業においては、売上・受注の減少といった課題に加え、コロナ禍等の影響による原
材料高騰や人手不足等も深刻化しており、厳しい状況が続くことが懸念されていました。
　こうしたことから、当協会は金融機関等と連携し信用保証による金融支援に取組むとともに、
創業支援、期中支援及び再生支援の充実を図ることにより、地域経済の発展に貢献する
ため、次のとおり令和４年度の事業計画を策定しました。

2 経済金融情勢
　令和４年度の日本経済は、コロナ禍からの社会経済活動の正常化が進み、緩やかな持ち
直しが続いていたものの、世界的なエネルギー・原材料価格の高騰や欧米各国の金融引
締め等による景気後退懸念など、取り巻く環境は、厳しさが増していました。
　中小企業においては、ウィズコロナの下で、各種政策の効果もあって、持ち直していくことが
期待されていたものの、供給面での制約・為替動向等による物価上昇が収益改善の足かせ
になるなど、取り巻く経営環境は厳しい状況が続いていました。

3 業績
（１）保証承諾状況

　保証承諾は、前年度実績2,581件35,225百万円に比べて、件数で210件、金額は
3,108百万円それぞれ増加しました。また、１件あたりの保証承諾金額は13,735千円で、
前年度実績13,648千円に比べて、87千円増加しました。なお、平均保証期間は71.6ヶ月
で、前年度実績72.6ヶ月に比べて1.0ヶ月短期化しました。

（１）保証承諾・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４０，０００百万円
（２）保証債務残高  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０９，５００百万円
（３）代位弁済・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３，５００百万円
（４）実際回収  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４５０百万円
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（２）保証債務残高状況
　保証債務残高は、前年度実績16,214件212,794百万円に比べて、件数で519件増加
しましたが、金額は11,329百万円減少しました。

（３）代位弁済状況
　代位弁済は、前年度実績124件1,421百万円に比べて、件数で39件、金額は919百
万円それぞれ増加しました。

（４）回収状況
　回収は、前年度実績389百万円に比べて、108百万円増加しました。
　なお、期末求償権残高は457件（前年度比108.3％）1,409百万円（前年度比110.0％）
で前年度期末求償権残高422件1,280百万円に比べて、件数で35件、金額は128百万
円それぞれ増加しました。

4 事業の展望
　景気は、ウィズコロナの下で、各種政策の効果もあって、引続き持ち直していくことが期待
されるものの、世界的な金融引締め等が続く中、海外景気の下振れが景気の下押しリスクと
なるとともに、物価上昇、供給面での制約、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する
必要があります。
　このような状況の下、中小企業及び地域経済の発展に貢献するため、金融機関等と連携
し、質の高い信用保証に加え、充実した創業支援、期中支援、経営支援及び再生支援等、
中小企業の経営課題に応じた取組みを推進してまいります。

　当協会では、経営計画やコンプライアンスへの取組等について客観
的な評価を受けるため、弁護士や税理士等の第三者により構成される
「外部評価委員会」を平成１８年度に設置しています。
　外部評価委員会の意見等は、当協会のホームページをご覧ください。

（単位：百万円）

令和3年度実績 令和4年度実績

件　数 金　額 件　数 金　額

保  証  承  諾 2,581 35,225 2,791 38,333

保証債務残高 16,214 212,794 16,733 201,466

代  位  弁  済 124 1,421 163 2,340

実  際  回  収 - 389 - 497
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令和４年度の主な取組み
利便性向上への取組み
　保証決定から融資実行までの期間短縮を図るため、信用保証書の電子交付サービスを
令和３年５月から開始しており、令和４年度は新たに９金融機関で開始しました。

金融機関名 利用開始日

横浜銀行 令和3年 5月 6日

湘南信用金庫・みずほ銀行 令和3年10月 1日

かながわ信用金庫 令和3年11月 1日

川崎信用金庫 令和3年12月 1日

横浜信用金庫 令和3年12月13日

さわやか信用金庫 令和4年 1月17日

〈令和３年度開始〉

金融機関名 利用開始日

きらぼし銀行 令和4年 4月 1日

世田谷信用金庫 令和4年 5月 2日

東日本銀行・城南信用金庫 令和4年 7月 1日

神奈川銀行 令和4年10月 3日

芝信用金庫 令和4年11月 1日

多摩信用金庫 令和4年11月 2日

西武信用金庫 令和4年12月 1日

三井住友銀行 令和5年 1月23日

〈令和４年度開始〉

連携協定の締結
　中小企業の資金繰り支援の継続と収益力改善・事業再生・再チャレンジの促進及び中小
企業活性化協議会と保証協会の連携を加速化するため、令和４年９月１６日に、関東経済
産業局と神奈川県中小企業活性化協議会、神奈川県信用保証協会、横浜市信用保証
協会及び当協会の５者による連携協定を締結しました。
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外部評価委員会の開催
　外部評価委員会は、協会の経営計画やコンプライアンスへの取組等について客観的な
評価を受けるため平成１８年９月に設置したもので、第三者である弁護士、税理士等学識を
有する中立的立場の委員で構成されています。
　令和４年度は、６月２１日に令和３年度経営計画に関する評価のための会議を、１１月２８日
には令和４年度経営計画の進捗等に関する中間報告のための会議をそれぞれ開催しました。
　外部評価委員会の意見等は、当協会のホームページをご覧ください。

創業支援の取組み
　創業して間もない中小企業やこれから創業する方を支援するために、創業セミナーを開催
しました。

　また、創業者の課題解決のためのアドバイスや信用保証を利用した資金調達方法の情報
提供を行うため、川崎市男女共同参画センター（すくらむ２１）と連携して「起業家向け無料
相談窓口」を開設しており、令和４年度は９件の相談を受けました。

　さらに、創業機運の醸成と創業者の増加を促すとともに、積極的な事業展開を支援するため、
創業期の経営者保証を不要とする新たな保証制度「スタートアップ創出促進保証制度」を
令和５年３月に創設しました。

〈当協会 主催〉
令和４年 ９月１３日 ・・・・・・・・・・「オンライン創業セミナー」
令和５年 ３月  ７日 ・・・・・・・・・・「オンライン創業セミナー」 
〈横浜銀行、日本政策金融公庫 共催〉
令和４年 ７月３０日 ・・・・・・・・・・「オンライン創業セミナー みらい海図」
令和４年 １２月１７日 ・・・・・・・・・・「オンライン創業セミナー みらい海図」
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SDGsへの取組み
　ＳＤＧｓ目標８「働きがい
も経済成長も」への取組み
として、知的障害者への
福祉サービスを提供する
「社会福祉法人ともかわさ
き」にご協力いただき、ノ
ベルティグッズとして、付
箋を作製しました。

　この付箋は、カバー表面
の絵柄と裏面の当協会及
び社会福祉法人ともかわさ
きの文字を、施設を利用し
ている方に、デザイン並び
に梱包作業を行っていた
だいたもので、多くの方にご
好評いただきました。

　また、持続可能な社会の形成に寄与するため、令和４年度も環境改善のための事業に要
する資金を調達するために発行された「グリーンボンド」に投資しました。

川崎国際環境技術展出展
　令和４年１１月１７日、１８日の２日間に
わたり、「第１５回川崎国際環境技術展」
が川崎市川崎区のカルッツかわさきで
開催されました。

　当日は、ビジネスマッチングの場として
商談が行われるなど活況を呈しており、
当協会も川崎市中小企業融資制度の
ＳＤＧｓ取組支援融資を始め、各種保証
制度の紹介等を行いました。

24



中小企業金融
情報交換会議の開催
　本会議は平成１８年１２月
に第１回を開催して以来、中
小企業支援機関等の皆様に
ご協力いただきながら、各機関
の情報・意見交換の場として
半期毎に開催して参りました。

　令和４年度は、４月２１日と１
０月１７日に第３０回、第３１回
の会議を開催し、各機関にお
ける中小企業支援実績及び
今後の取組計画の発表や意
見交換等を行いました。
（参加機関：川崎商工会議
所、川崎信用金庫、株式会
社日本政策金融公庫川崎
支店、株式会社商工組合中央金庫神奈川営業部、川崎市経済労働局金融課・経営支援
課、公益財団法人川崎市産業振興財団、株式会社ケイエスピー、川崎市信用保証協会）

かながわ企業支援
ネットワーク会議の開催
　本会議は中小企業の経営
支援・再生支援への取組みを
より円滑かつ効果的に推進す
るため、地域金融を支える関
係機関の連携を強化し、経
営支援や再生支援の手法や
事例等にかかる情報交換を

行うことで地域全体の経営改善と再生スキルの向上を目的としています。
　令和４年度は、神奈川県信用保証協会、横浜市信用保証協会、神奈川県中小企業
活性化協議会と共同で令和４年１０月１８日に第１８回の会議を開催しました。
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保証事務説明会の開催
　中小企業の発達状況に応じた円滑な資金調達の支援を行うため、金融機関と当協会
の連携について意見交換を行うとともに、保証申込手続き、経営支援に関する案内、期中事
務等について、金融機関の皆様に、理解を深めていただくための保証事務説明会を開催し
ています。令和４年度は２６回開催し、金融機関との連携強化に取組みました。

神奈川県内信用保証協会暴力団等排除連絡協議会
　本協議会は、神奈川県、横浜市及び川崎市の３信用保証協会が、神奈川県警察、神
奈川県暴力追放推進センター及び神奈川県弁護士会と緊密な連携を図り、暴力団等に
よる不当な行為、要求、
介入等を防止かつ排
除し、信用保証業務の
健全な運営を確保する
ことを目的としています。

　令和４年度は、暴力
団等反社会的勢力の
実態や動向を把握する
ため、３信用保証協会
の他、神奈川県警察本
部刑事部組織犯罪対
策本部、神奈川県暴力追放推進センター、神奈川県弁護士会民事介入暴力対策委員
会及び関係警察署の方々にご出席いただき、７月２２日に総会を開催しました。
　また、１２月２２日には、信用保証協会の健全な業務運営を図るための情報交換会を開催
しました。

役職員研修会の開催
　令和５年２月２２日に全国信用保証協会連合会畑野専務理事を講師に迎え、当協会役
職員を対象に「信用保証協会をめぐる諸情勢について」をご講義いただきました。
　当日は、信用補完制度や中小企業支援に関する政策動向や信用保証協会をめぐる諸
情勢等について過去の経緯を含め、お話しいただいたことで、より知見を深めるとともに貴重な
意見交換の機会となりました。
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1 コロナ融資を利用した先への企業訪問
　新型コロナウイルス感染症対応資金を利用した中小企業を中心に、条件変更や事故に
至る前の早い段階で経営状況を把握し、改善提案を行う予防的アプローチ等の訪問支援を
金融機関と連携して行いました。詳しくはＰ２８の経営支援の取組みをご覧ください。

２ 保証制度の要件緩和及び創設
　ポストコロナをふまえて、事業再構築などの前向きな取組みに対する資金需要に応えるため、
伴走支援型特別保証制度について、令和４年１０月に保証限度額を６，０００万円から１億
円に引き上げたことに加え、令和５年１月に借換え需要及び新たな資金需要にも対応するた
め、申込人資格要件等を拡充
しました。

　また、中小企業の多様な資金
ニーズに対応するため、当協会
の保証制度である「中小企業
成長発展支援保証制度（発
展サポート保証）」、「協調型
融資保証制度（コラボ）」及び
「短期継続保証制度」の利用
要件を緩和しました。

　さらに、不動産を有効に活用
して大口かつ長期の事業資金
を調達したいというニーズに応え
るため、「不動産担保融資保証
制度（ロングサポート）」を創設
しました。この保証制度は、最長
３０年のご利用が可能です。

ｈttpｓ://www.cgc-kawasaki.or.jp/

ご利用には審査が必要です。
まずは、お気軽にご相談ください。

保証限度額

55,,000000万万円円

・月々の返済負担を軽減させたい方
(一括返済方式のため、月々の返済負担がありません)

・資金繰りの安定化を図りたい方

こんな方に
おすすめです！

短期資金の継続利用で、安定した資金繰りをサポートします！

継続利用回数
制限なし

利利用用要要件件をを
緩緩和和ししままししたた！！

『『ココララボボ』』

ご利用には審査が必要です。まずは、お気軽にご相談ください。
（専用様式による相談は不要になりました。）

ｈttpｓ://www.cgc-kawasaki.or.jp/

協協調調型型融融資資保保証証制制度度

保証期間 最長1100年

保証限度額 最大22億円

新新規規借借入入でもご利用可能

金融機関のプロパー融資と協調して
行うパッケージ保証です。

［ ]まとまった資金調達を必要としている
中小企業の方におすすめです。

利利用用要要件件をを
緩緩和和ししままししたた

ご利用には審査が必要です。まずは、お気軽にご相談ください。
（専用様式による相談は不要になりました。）

ｈttpｓ://www.cgc-kawasaki.or.jp/

生産性向上や更なる成長を遂げるために、

大口かつ長期的な資金を支援します。

発展サポート
保証（中小企業成長発展支援保証制度）

◆ 最長1100年の一括返済可能

◆ 新規借入でもご利用可能

利用要件を緩和しました！

◆ 保証限度額 最大２２億円

ご利用には審査が必要です。
まずは、お気軽にご相談ください。
ご利用には審査が必要です。

まずは、お気軽にご相談ください。

保証期間

30年
保証限度額

２億円

不動産を活用することで、

大口かつ長期の資金調達を支援します！

ロングサポート

不動産を活用することで、

大口かつ長期の資金調達を支援します！

不動産を活用することで、不動産を活用することで、不動産を活用することで、不動産を活用することで、

不動産担保融資保証制度

ポストコロナにおける中小企業支援
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経営支援の取組み
　長期化するコロナ禍に加え、エネルギーや原材料の価格高騰等の影響により、中小企業を取り
巻く経営環境は厳しい状況が続いていることから、個々の経営状況に応じた経営支援に取組む
必要があります。そのため、金融機関や中小企業支援機関と連携し、中小企業が経営改善、事業
再生、事業承継等の課題解決に向けた経営支援に取組んでいます。

1 新型コロナウイルスの
　影響等を受けた
　中小企業への保証支援
　伴走支援型特別保証制度等
により、長期化するコロナ禍の影
響等を受けた中小企業の資金
繰り支援に取組みました。

制　度 件　数 金　額

伴走支援型特別保証制度 ６７８ １４，７７９

セーフティネット保証４号
（伴走支援型特別保証制度を除く） 53 536

セーフティネット保証５号
（伴走支援型特別保証制度を除く） 18 444

合　計 749 １５，７５９

（単位：百万円）

2 訪問支援及び専門家の活用による支援
（１）訪問支援

　新型コロナウイルス感染症対応資金等を利用した中小企業を訪問し、条件変更や事故に
至る前に経営状況を把握し、課題解決を支援するための専門家活用の提案を行う『予防的ア
プローチ』に取組みました。令和４年度は、５０１者に訪問支援を実施しました。

（２）専門家の活用による支援
　中小企業の多様な経営課
題に対応するため、金融機関
と連携して経営
改善や生産性向
上等を支援する
ため専門家を活
用した経営支援
に取組みました。

支援内容 実施者数
経営診断 ７２者
経営改善計画策定支援 ３者
生産性向上に係る経営計画策定支援 ７者
事業承継計画策定支援 １者
創業計画策定等支援 ２者
個別課題改善支援　 １者
フォローアップ診断 ８者

合　計 94者

専門家の活用実績

が、どのようなことを
行えばよいか、
悩んでいる…

case

O1

経営を改善
したい

経営を改善
したい

が、どのようにしたら
良いかわからない…

子どもに会社
を継がせたい
子どもに会社
を継がせたい

case

O2

が、何から始めたらよいか
わからない…

飲食店を
開業したい
飲食店を
開業したい

case

O3

どのようにすれば良いか
わからない･･･

ホームページの
アクセス数を
伸ばしたい が、

ホームページの
アクセス数を
伸ばしたい が、

case

O4

川崎市信用保証協会【専門家派遣による支援のご案内】

事業者の皆さん!
こんなお悩みはありませんか？

川崎市信用保証協会 中小企業者
小規模事業者

信用保証・経営支援

経営診断・
計画策定支援等

※お申込みは、川崎市信用保証協会をご利用いただいている方、又は川崎市内で創業を予定している方に限ります。

専門家派遣の特長
豊富なメニュー

創業、生産性向上、経営改善、
事業承継等、様々なステージ
に応じた豊富なメニューをご
用意しております。

様々な専門家

中小企業診断士、公認会計士、
販売士、ＩＴコーディネーター
等の資格を有した専門家を派
遣します。

派遣依頼

診断後、ご希望に 応じて各種計画の策定を支援します。
（創業計画、生産性向上計画、 改善計画、事業承継計画）

詳しくは、パンフレットの中身をご覧ください。

まずは、経営診断をしてみませんか？
専門家を派遣し　　　で診断いたしますのでお気軽にご相談ください！無料

Ｒ４.７

専門家

3 事業承継支援に関する取組み
（１）事業承継診断の実施

　訪問先の経営者が６０歳以上である場合は、事業承継を早期に準備することの重要性に
ついて説明し事業承継診断を実施しました。令和４年度は、１２５者に事業承継診断を実施
しました。
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（２）専門家の活用
　事業承継を課題としている中小企業には、専門家を活用して事業承継の時期や具体的な
対策等を盛り込んだ事業承継計画策定支援を行い、令和４年度は、１者に計画策定支援を
実施しました。（Ｐ.２９ ２（2）専門家の活用実績 事業承継計画策定支援実績の再掲）

（３）保証による事業承継の支援
　経営者保証を必要としない事業承継特別保証制度を活用し、円滑な事業承継に必要な
資金調達を支援しており、令和４年度の保証承諾は、４件１億６７百万円となりました。

（４）神奈川県事業承継・引継ぎ支援センターとの連携
　神奈川県事業承継・引継ぎ支援センターと連携し、М＆Ａによる事業承継手法を中小企業
に紹介しました。また、金融機関向け保証事務説明会に、神奈川県事業承継・引継ぎ支援セ
ンターから神奈川県経営者保証コーディネーターを講師として招き事業承継に関する情報の
提供等、連携して事業承継支援に取組みました。

4 再生支援に関する取組み
（１）求償権不等価譲渡

　再生局面にある求償権債務者を支援するため、求償権の不等価譲渡に取組みました。令和
４年度は、１者対し神奈川県中小企業活性化協議会が策定を支援した再生計画に基づく
求償権不等価譲渡を行い再生支援に取組みました。

（２）一部弁済による連帯保証債務免除
　求償権保証人の再起を図るため、誠実に弁済を継続しているものの完済の見込みがない
求償権保証人に、一部弁済による連帯保証債務免除に取組みました。令和４年度は、７者に
対し一部弁済により連帯保証債務を免除しました。

（３）廃業時における「経営者保証に関するガイドライン」等への対応
　「経営者保証に関するガイドライン」等に基づき適切に対応しました。令和４年度は、２者に
対し保証債務整理に同意しました。

５ 金融機関や関係機関との連携
（１）経営サポート会議の開催

　当協会では、中小企業者と金融機関からの要請に基づき、事業計画に対する具体的な支
援策について意見交換を行う経営サポート会議を開催しています。令和４年度は、１３者につ
いて経営サポート会議を開催し、専門家派遣で作成した計画書の説明や合意形成の場に
ご活用いただきました。

（２）公益財団法人川崎市産業振興財団との連携
　中小企業の多様なニーズに応えるため、関係機関と連携して支援に取組みました。令和４
年度は、５者に公益財団法人川崎市産業振興財団のワンデイ・コンサルティング等の支援メ
ニューを紹介しました。
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業務状況の推移
保証承諾の推移 保証債務残高の推移 （単位：千円）

保証承諾 保証債務残高

件　数 金　額 前年比 件　数 金　額 前年比

令和2年度 9,859 183,127,787 437.0 15,888 219,048,087 183.6

令和3年度 2,581 35,225,204 19.2 16,214 212,794,481 97.1

令和4年度 2,791 38,333,086 108.8 16,733 201,465,617 94.7

 保証承諾 金額　　   保証債務残高 金額　　   保証承諾 件数　　   保証債務残高 件数

（百万円）
250,000 18,000

（件）

200,000

150,000

100,000

50,000

0

16,000

14,000

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0
令和2年度 令和3年度 令和4年度
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代位弁済の推移 回収の推移 （単位：千円）

代位弁済 実際回収 実際求償権残高

件　数 金　額 前年比 金　額 件　数 金　額

令和2年度 128 1,339,009 67.1 301,773 6,870 59,662,617

令和3年度 124 1,420,909 106.1 389,335 5,902 50,292,187

令和4年度 163 2,340,489 164.7 496,631 5,514 48,874,720

  実際求償権残高 金額　　   実際求償権残高 件数  実際回収 金額

（百万円）
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0
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  代位弁済 金額
  代位弁済 件数

（百万円） （件）
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金融機関群別保証承諾の推移 （単位：千円）

令和２年度 令和３年度 令和４年度

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

都市銀行 386 12,790,165 76 1,868,900 62 1,730,175

地方銀行 767 20,541,584 179 4,120,080 126 2,992,695

第二地銀 352 7,579,850 106 2,202,901 100 2,387,100

信用金庫 8,341 141,624,997 2,219 27,025,323 2,500 31,159,116

政府系 13 591,191 1 8,000 3 64,000

その他 0 0 0 0 0 0

合　計 9,859 183,127,787 2,581 35,225,204 2,791 38,333,086

保証承諾金額構成比

77.3%

76.7%

0.3%

4.1%

7.0%

0.0%
5.3%

0.2%
政府系

4.5%
都市銀行

7.8%
地方銀行

6.2%
第二地銀

81.3%
信用金庫

11.2%

11.7%

6.3%

内側から外側に向かって
令和2年度、令和3年度、
令和4年度

  都市銀行
  地方銀行
  第二地銀
  信用金庫
  政府系

保証承諾件数

9,000

8,000

7,000

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0
令和2年度 令和3年度 令和4年度

（件）
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金融機関群別保証債務残高の推移 （単位：千円）

令和２年度 令和３年度 令和４年度

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

都市銀行 1,242 21,817,592 1,090 19,086,360 934 16,138,457

地方銀行 1,430 25,929,630 1,400 25,236,899 1,337 23,245,243

第二地銀 600 9,910,291 633 10,143,085 637 10,256,859

信用金庫 12,535 160,162,992 13,031 157,482,901 13,774 151,156,164

政府系 80 1,227,550 60 845,236 51 668,894

その他 1 31 0 0 0 0

合　計 15,888 219,048,087 16,214 212,794,481 16,733 201,465,617

  都市銀行
  地方銀行
  第二地銀
  信用金庫
  政府系
  その他

保証債務残高件数
（件）
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0
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保証債務残高金額構成比
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0.0%

0.0%
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10.0%
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政府系 0.0%

その他

8.0%
都市銀行

11.5%
地方銀行

5.1%
第二地銀

75.0%
信用金庫

11.8%

11.9%

4.8%

内側から外側に向かって
令和2年度、令和3年度、
令和4年度
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金融機関群別代位弁済の推移 （単位：千円）

令和２年度 令和３年度 令和４年度

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

都市銀行 21 423,148 7 107,644 11 193,651

地方銀行 7 54,391 4 46,009 15 325,789

第二地銀 3 53,358 4 16,713 6 52,307

信用金庫 97 808,112 108 1,246,570 130 1,731,106

政府系 0 0 1 3,974 1 37,635

その他 0 0 0 0 0 0

合　計 128 1,339,009 124 1,420,909 163 2,340,489

代位弁済件数

代位弁済金額構成比

60.4%

87.7%

0.0%

4.1%
4.0%

0.3% 7.6%

1.6%
政府系

8.3%
都市銀行

13.9%
地方銀行

2.2%
第二地銀

74.0%
信用金庫

31.6%
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内側から外側に向かって
令和2年度、令和3年度、
令和4年度
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  地方銀行
  第二地銀
  信用金庫
  政府系

（件）
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業種別保証承諾の推移 （単位：千円）

令和２年度 令和３年度 令和４年度

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

製造業 1,456 30,491,072 271 4,022,600 319 5,756,122

建設業 3,151 61,243,612 828 10,498,398 887 12,025,035

卸売業 827 18,893,892 209 4,526,461 207 4,538,220

小売業 744 12,273,797 260 3,301,930 290 3,814,960

飲食業 890 11,933,650 154 1,831,980 208 1,685,730

サービス業 2,073 33,087,170 620 7,285,460 632 6,656,659

不動産業 390 6,769,803 135 2,048,535 161 2,454,050

その他 328 8,434,791 104 1,709,840 87 1,402,310

合　計 9,859 183,127,787 2,581 35,225,204 2,791 38,333,086

保証承諾金額構成比

10.3%

9.4%

4.6%
3.7%

5.8%

6.7%
6.5%

5.2%

33.4%

16.7%

4.9% 11.4%

6.4%
不動産業 3.7%

その他

15.0%
製造業

31.4%
建設業

11.8%
卸売業

10.0%
小売業

4.4%
飲食業

17.4%
サービス業

12.9%

18.1%
20.7%

29.8%

内側から外側に向かって
令和2年度、令和3年度、
令和4年度

  製造業
  建設業
  卸売業
  小売業
  飲食業
  サービス業
  不動産業
  その他

保証承諾件数
（件）
3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0
令和2年度 令和3年度 令和4年度
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令和２年度 令和３年度 令和４年度

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

製造業 2,489 39,587,984 2,449 37,134,812 2,423 34,100,619

建設業 4,814 68,600,442 4,979 66,229,339 5,199 62,736,910

卸売業 1,488 25,498,810 1,462 24,595,847 1,446 23,102,757

小売業 1,370 16,517,228 1,417 16,503,085 1,461 15,966,210

飲食業 1,134 11,878,210 1,138 11,651,570 1,214 11,334,106

サービス業 3,271 38,770,418 3,423 38,487,794 3,597 36,710,970

不動産業 750 7,788,889 761 8,192,944 809 8,483,914

その他 572 10,406,105 585 9,999,091 584 9,030,132

合　計 15,888 219,048,087 16,214 212,794,481 16,733 201,465,617

業種別保証債務残高の推移 （単位：千円）

保証債務残高金額構成比

11.6%

4.8%
3.6%

3.9%

7.5%

5.4%
5.5%

7.8%

31.3%

18.1%

4.7%
17.5%

4.2%
不動産業 4.5%

その他

16.9%
製造業

31.1%
建設業

11.5%
卸売業

7.9%
小売業

5.6%
飲食業

18.2%
サービス業

11.6%

17.7%

18.1%

31.1%

内側から外側に向かって
令和2年度、令和3年度、
令和4年度

  製造業
  建設業
  卸売業
  小売業
  飲食業
  サービス業
  不動産業
  その他

保証債務残高件数
（件）
6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0
令和2年度 令和3年度 令和4年度
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業種別代位弁済の推移 （単位：千円）

令和２年度 令和３年度 令和４年度

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

製造業 15 141,612 10 111,331 19 388,106

建設業 35 415,838 41 528,617 39 459,693

卸売業 12 69,355 20 306,580 33 593,605

小売業 16 228,986 17 156,466 26 399,832

飲食業 13 89,982 6 9,514 8 70,476

サービス業 29 253,301 19 216,650 25 262,355

不動産業 5 40,630 0 0 1 352

その他 3 99,305 11 91,751 12 166,070

合　計 128 1,339,009 124 1,420,909 163 2,340,489

代位弁済金額構成比

17.1%

21.6%

7.4%
3.0%

0.0%

0.7%

6.7%
5.2%

11.0%
31.1%

10.6%

6.5% 7.8%

0.0%
不動産業 7.1%

その他

16.6%
製造業

19.6%
建設業

25.4%
卸売業

17.1%
小売業

3.0%
飲食業

11.2%
サービス業

18.9%

15.2%

37.2%

内側から外側に向かって
令和2年度、令和3年度、
令和4年度

  製造業
  建設業
  卸売業
  小売業
  飲食業
  サービス業
  不動産業
  その他

代位弁済件数
（件）
45

40

35

30

25

20

15

10

5

0
令和2年度 令和3年度 令和4年度
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令和２年度 令和３年度 令和４年度

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

川崎区 2,637 57,257,075 656 10,964,249 645 10,000,077

幸区 1,060 18,912,216 273 3,588,190 278 3,638,970

中原区 1,538 26,829,669 404 5,449,440 444 5,932,403

高津区 1,542 28,261,110 394 5,301,005 475 6,642,092

宮前区 1,166 20,017,138 358 4,344,636 387 5,430,900

多摩区 1,119 18,480,379 284 3,307,230 325 3,828,644

麻生区 797 13,370,200 212 2,270,454 237 2,860,000

合　計 9,859 183,127,787 2,581 35,225,204 2,791 38,333,086

地区別保証承諾の推移 （単位：千円）

保証承諾金額構成比

14.7%

7.3%
10.1%

9.4%

15.4%
15.0%

10.3%

31.3%

6.4%

31.1%

10.0%
多摩区

7.5%
麻生区

26.1%
川崎区

9.5%
幸区

15.5%
中原区17.3%

高津区

14.2%
宮前区

15.5%

10.9%
12.3%

10.2%

内側から外側に向かって
令和2年度、令和3年度、
令和4年度

  川崎区
  幸区
  中原区
  高津区
  宮前区
  多摩区
  麻生区

保証承諾件数
（件）
3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0
令和2年度 令和3年度 令和4年度

38



令和２年度 令和３年度 令和４年度

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

川崎区 4,088 67,776,986 4,191 65,646,541 4,247 60,716,888

幸区 1,622 21,808,388 1,662 21,167,758 1,741 19,913,926

中原区 2,556 33,599,733 2,570 32,734,019 2,649 31,194,473

高津区 2,515 33,401,667 2,579 32,687,216 2,671 31,721,235

宮前区 2,047 25,329,764 2,094 24,696,423 2,187 24,141,209

多摩区 1,861 22,675,346 1,876 21,525,416 1,924 19,844,865

麻生区 1,199 14,456,202 1,242 14,337,107 1,314 13,933,021

合　計 15,888 219,048,087 16,214 212,794,481 16,733 201,465,617

地区別保証債務残高の推移 （単位：千円）

保証債務残高金額構成比

15.3%

6.6%
10.4%

10.1%

15.2%

15.4%

10.0%

30.9%

6.7%

30.8%

9.9%
多摩区

6.9%
麻生区

30.1%
川崎区

9.9%
幸区

15.5%
中原区

15.7%
高津区

12.0%
宮前区

15.4%

11.6%11.6%

9.9%

内側から外側に向かって
令和2年度、令和3年度、
令和4年度

  川崎区
  幸区
  中原区
  高津区
  宮前区
  多摩区
  麻生区

保証債務残高件数
（件）
4,500

4,000

3,500

3,000

2,500

1,500

2,000

1,000

500

0
令和2年度 令和3年度 令和4年度
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（件）
45

40

35

30

25

20

15

10

5

0

令和２年度 令和３年度 令和４年度

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

川崎区 32 428,330 34 541,243 26 397,472

幸区 10 74,720 10 56,389 18 290,912

中原区 27 275,856 25 225,246 22 397,289

高津区 15 103,796 15 212,503 20 262,970

宮前区 8 143,893 22 218,929 32 463,945

多摩区 15 70,009 15 155,318 39 427,795

麻生区 21 242,405 3 11,281 6 100,104

合　計 128 1,339,009 124 1,420,909 163 2,340,489

地区別代位弁済の推移 （単位：千円）

代位弁済金額構成比

20.6%

18.1%

10.9%

10.7%

15.0%

5.6%

32.0%

0.8%

38.1%

18.3%
多摩区

4.3%
麻生区

17.0%
川崎区

12.4%
幸区

17.0%
中原区

11.2%
高津区

19.8%
宮前区

15.9%

5.2%

7.8%

15.4%

4.0%

内側から外側に向かって
令和2年度、令和3年度、
令和4年度

  川崎区
  幸区
  中原区
  高津区
  宮前区
  多摩区
  麻生区

代位弁済件数

令和2年度 令和3年度 令和4年度

各項目の合計は、単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。
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科　目 金　額
経常収入 2,395,279
保証料 2,015,579
預け金利息 24
有価証券利息配当金 233,687
調査料 0
延滞保証料 0
損害金 9,284
事務補助金 71,816
責任共有負担金 60,414
雑収入 4,475

経常支出 1,449,278
業務費 583,154
役職員給与 261,976
退職給与引当金繰入 19,941
その他人件費 61,229
旅費 1,024
事務費 130,659
賃借料 20,220
動産・不動産償却 14,034
信用調査費 3,279
債権管理費 53,826
指導普及費 5,752
負担金 11,213

借入金利息 0
信用保険料 862,694
責任共有負担金納付金 0
雑支出 3,431

経常収支差額 946,001
経常外収入 3,889,017
償却求償権回収金 48,213
責任準備金戻入 1,377,523
求償権償却準備金戻入 594,228
求償権補填金戻入 1,840,761
保険金 1,782,972
損失補償補填金 57,789

有価証券評価益 0
有価証券売却益 16,298
補助金 0
その他収入 11,994

経常外支出 4,006,989
求償権償却 2,038,972
譲受債権償却 0
雑勘定償却 7,277
有価証券評価損 0
有価証券売却損 8,470
退職金 3,829
責任準備金繰入 1,325,875
求償権償却準備金繰入 611,493
その他支出 11,075

経常外収支差額 ▲ 117,972
制度改革促進基金取崩額 0
収支差額変動準備金取崩額 0
当期収支差額 828,029
収支差額変動準備金繰入額 414,014
基本財産繰入額 414,015

収支計算書

令和４年度決算
（単位：千円）

令和4年 4月 1日から
令和5年 3月31日まで

各項目の合計は、単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。
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収支計算書の用語解説

経常収入

保証料

責任共有負担金

有価証券
利息配当金等

その他

経常外収入

責任準備金戻入

求償権償却
準備金戻入

求償権
補填金戻入

その他

経常支出

業務費

借入金利息

信用保険料

責任共有負担金
納付金

経常外支出

求償権償却

責任準備金繰入

求償権償却
準備金繰入

その他

当期収支差額

代位弁済に伴い（株）
日本政策金融公庫か
ら受領した保険金と、
（一社）全国信用保証
協会連合会から受領
した損失補償補填金
を戻入れたものです。

中小企業からいただ
く保証料のうち、当
該決算期間に対応
する金額を計上して
います。

責任共有制度にお
いて負担金方式を
選択している金融機
関が、保証利用実績
等に応じて協会に支
払った負担金を計上
しています。

支払準備資産として
保有している地方債・
社債等からの利息配
当金です。

（株）日本政策金融公
庫への支払保険料の
うち、当該決算期間
に対応する金額を計
上しています。

責任共有制度に基づ
き、金融機関から受
領した「責任共有負
担金」のうち、保険金
受領割合に応じて
（株）日本政策金融
公庫へ納付した金額
を計上しています。

当該年度末求償権の
うち、法的整理等の
結果、回収不能となっ
て償却した求償権を
計上しています。

協会資産の健全性維
持のために、求償権
の一定割合を積み立
てています。

将来の不測の事態に
備え、保証債務の一
定割合を積み立てて
います。
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借　方 貸　方

科　目 金　額 科　目 金　額

現　金 47 基本財産 12,980,684

現金 47 基金 3,246,305

小切手 0 基金準備金 9,734,379

預け金 1,103,709 制度改革促進基金 0

当座預金 96,543 収支差額変動準備金 4,228,520

普通預金 36,479 その他有価証券評価差額金 ▲ 768,192

通知預金 0 責任準備金 1,325,875

定期預金 970,000 求償権償却準備金 611,493

郵便貯金 687 退職給与引当金 213,365

金銭信託 900,000 損失補償金 0

有価証券 20,466,080 保証債務 201,465,617

国債 100,630 求償権補填金 0

地方債 1,280,483 保険金 0

社債 19,078,970 損失補償補填金 0

株式 2,000 借入金 0

受益証券 0 長期借入金 0

新株予約権 0 （うち、日本政策金融公庫分） 0

ファンド出資 3,997 短期借入金 0

譲渡性預金 0 （うち、日本政策金融公庫分） 0

その他 0 収支差額変動準備金造成資金 0

動産・不動産 327,010 雑勘定 6,074,809

事業用不動産 292,505 仮受金 32,336

事業用動産 33,711 保険納付金 13,087

所有動産・不動産 794 損失補償納付金 1,609

建設仮勘定 0 未経過保証料 5,993,201

損失補償金見返 0 未払保険料 769

保証債務見返 201,465,617 未払費用 33,807

求償権 1,408,726 有価証券未払金 0

譲受債権 0

雑勘定 460,982

仮払金 14,272

保証金 0

厚生基金 13,592

連合会勘定 5

未収利息 53,679

有価証券未収入金 0

未経過保険料 379,434

合　計 226,132,170 合　計 226,132,170

貸借対照表 （令和 5年3月31日現在）

　業務方法書の改正に伴い、令和４年度から責任準備金繰入の方法を変更しております。
　責任準備金繰入は、業務方法書の算定方法に基づいており、導入初年度の収支差額への影響を緩和するため、変更後の繰入方法に基づく令和
４年度期首の責任準備金繰入1,377,523,498円と、令和３年度末の責任準備金繰入1,279,117,287円との差額98,406,211円については、
令和４年度中に収支差額変動準備金を減少させ、責任準備金に追加繰入しております。

（単位：千円）

各項目の合計は、単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。
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貸借対照表の用語解説

貸　方

基本財産

収支差額変動
準備金

その他有価証券
評価差額金

責任準備金

求償権償却
準備金

退職給与引当金

借入金

未経過保証料

その他

借　方

現金・預け金

金銭信託

有価証券

動産・不動産

求償権

未経過保険料

その他

基本財産は、「基金」「基
金準備金」で構成され
ており、株式会社等の
資本金に相当します。
基金は国庫からの基
金補助金、金融機関
等負担金及び川崎市
からの出えん金で構
成されています。
基金準備金は、毎事
業年度決算における
収支差額のうち、基金
準備金として繰入れ
た累計で、協会の自
己造成資金です。

収支の差額に欠損が
生じた場合にこれを
取り崩し協会業務運
営の安定化を図るた
めのものです。

期末日における有価
証券の簿価と時価の
差額（評価差額）を計
上しています。

将来の不測の事態に
備え、保証債務の一
定割合を積み立てて
います。

協会資産の健全性維
持のために、求償権
の一定割合を積み立
てています。

代位弁済の支払準備
資産として、地方債・
社債等を保有してい
ます。

代位弁済した金額か
ら回収金並びに（株）
日本政策金融公庫か
らの保険金等を控除
した額です。

（株）日本政策金融公
庫への支払保険料の
うち、未経過分を計
上しています。

保証料のうち、未経過
分を計上しています。

保証債務見返（借方）及び保証債務（貸方）は、備忘勘定で借方及び貸方同額のため、図から除いています。
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資　産 負　債

科　目 金　額 科　目 金　額

現金 47 その他有価証券評価差額金 ▲ 768,192

預け金 1,103,709 責任準備金 1,325,875

金銭信託 900,000 求償権償却準備金 611,493

有価証券 20,466,080 退職給与引当金 213,365

動産・不動産 327,010 損失補償金 0

損失補償金見返 0 保証債務 201,465,617

保証債務見返 201,465,617 求償権補填金 0

求償権 1,408,726 借入金 0

譲受債権 0 雑勘定 6,074,809

雑勘定 460,982

合　計 226,132,170 合　計 208,922,966

正味財産 17,209,204

財産目録 （令和 5年3月31日現在）
（単位：千円）

基本財産について
　基本財産は、株式会社等の資本金に相当するものであり、①基金と②基金準備金で構成
されています。信用保証協会が引き受けた保証債務の最終担保的な性格があり、当協会が
引き受けられる保証債務の最高限度額は定款により基本財産の50倍と定められています。
　このため、中小企業の保証需要に安定して応え公的使命を果たしていくためには、基本
財産の充実が不可欠です。

①基金について
　川崎市からの出えん金、国庫からの基金補助金、金融機関等負担金等で構成されて
います。

②基金準備金について
　決算における収支差額から繰入れた累計で、当協会の自己造成資金です。

基本財産  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12,980,683,842円

基金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3,246,305,000円

基金の内訳

川崎市からの出えん金・・・・・・・・・ 1,354,206,000円

国庫からの基金補助金  ・・・・・・・・・・734,067,000円

金融機関等負担金  ・・・・・・・・・・・・・ 1,158,022,000円

その他  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10,000円

基金準備金  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 9,734,378,842円

基本財産の
内訳（％）

各項目の合計は、単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

  川崎市からの出えん金      国庫からの基金補助金
  金融機関等負担金（その他を含む）      基金準備金

10.4%

5.7%

8.9%

75.0%
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あゆみ
　戦後の荒廃した中、国民生活は著しく厳しい環境下に置かれ、食糧や生活必需品の入
手も困難を極めておりました。その中でいち早く活動を開始していたのは、中小企業でした。
　当協会は、その中小企業の金融支援を目的として全国で７番目、戦後４番目の信用保証
協会として昭和２３年９月２８日に設立され、１０月１日から業務を開始しました。

昭和２３年 ９月１０日 ・・・・・・・・ 社団法人川崎信用保証協会設立認可
 ９月２８日 ・・・・・・・・ 社団法人川崎信用保証協会設立
 １０月  １日 ・・・・・・・・川崎市役所内において業務開始
昭和２５年 ６月２６日 ・・・・・・・・ 事務所を川崎商工会議所内に移転
 １２月１４日 ・・・・・・・・中小企業信用保険法公布 法律第２６４号
昭和２６年 ７月２７日 ・・・・・・・・ 財団法人川崎市信用保証協会に組織変更
昭和２８年 ４月１１日 ・・・・・・・・川崎市金融会館落成により事務所を同会館に移転
 ８月１０日 ・・・・・・・・ 信用保証協会法公布 法律第１９６号
昭和２９年 １０月  １日 ・・・・・・・・川崎市信用保証協会に組織変更
昭和４２年 １０月  １日 ・・・・・・・・中原連絡所を横浜銀行武蔵小杉ビル内に開設
昭和４５年 ４月  １日 ・・・・・・・・中原連絡所を川崎市役所中原支所第２庁舎内に移転
昭和５０年 8月  １日 ・・・・・・・・中原連絡所を田辺ビル内に移転し名称を北連絡所とする
昭和５１年 １０月１８日 ・・・・・・・・ 北連絡所を川崎市中小企業婦人会館５階に移転
昭和５４年 ９月２０日 ・・・・・・・・ 北連絡所を北出張所に昇格
昭和６１年 １０月  １日 ・・・・・・・・ 本所を現在地（川崎区日進町１-６６）に移転
昭和６２年 １０月  １日 ・・・・・・・・ 北出張所を支所に昇格
平成１６年 ５月  ６日 ・・・・・・・・ 北支所をＮＴＴ東日本溝の口ビル１階に移転
平成１８年 ４月  １日 ・・・・・・・・「保証料率弾力化」を実施
平成１９年 １０月  １日 ・・・・・・・・「責任共有制度」導入
平成２６年 ５月  ７日 ・・・・・・・・ 電算共同システム「COMMON SYSTEM」へ移行
平成２９年 ４月  １日 ・・・・・・・・ 総務企画部と企業支援部の２部に組織変更
平成３０年 ４月  １日 ・・・・・・・・ 信用補完制度の見直し
平成３０年 １０月  １日 ・・・・・・・・ 創立７０年
平成３１年 １月１５日 ・・・・・・・・ 北支所を現在地

（高津区坂戸３-２-１かながわサイエンスパーク西棟４０７号）に移転
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窓口のご案内
本　所
〒210-0024　川崎市川崎区日進町1-66

総務企画課 ℡044-211-0503
経営支援推進課 ℡044-211-0504
企業支援課 ℡044-211-0501
管理推進課 ℡044-211-0502

北支所
〒213-0012　川崎市高津区坂戸3-2-1 
　　　　　　　かながわサイエンスパーク西棟407号

北支所企業支援課 ℡044-850-0055
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